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 ２月定例会は、２月 21 日に招集された。 

 知事提出議案は、新型コロナウイルス感染症対

策に万全を期すとともに、ポスト・コロナ社会を見

据えた「住んでよし、訪れてよしの新潟県」づくり

をしっかりと前に進めるため、総額１兆 3,562 億

円を計上する「令和４年度一般会計予算」など 79

件であった。 

 代表質問、一般質問では、新型コロナ感染症対策をはじめ、原発、福祉･ 医療、農林水産、産業政策などに幅広い議論

が展開されたほか、続いて行われた常任委員会、連合委員会でも、活発な質疑が交わされた。 

 この結果、知事提出議案は、いずれも原案どおり可決又は同意された。 

 議員提出発議案は、「新潟県農林水産物のブランド化推進に関する条例」、「ロシアのウクライナ侵攻に抗議する決議」、

「新潟県議会委員会条例の一部を改正する条例」、「「佐渡島の金山」の世界文化遺産登録の実現を求める意見書」、「離

島振興法の改正・延長を求める意見書」、「全ての拉致被害者の即時一括帰国を求める意見書」、「森林環境譲与税の譲

与基準の見直しを求める意見書」、「地域公共交通維持・充実のための財政支援の拡充を求める意見書」の８件が全会一

致で可決された。 

 請願・陳情は、23 件が審査され、採択１件、不採択 18 件、残り４件が継続審査とされた。 

 なお、県内の新型コロナウイルスの感染拡大に対し、まん延防止等重点措置が適用されていたため、本会議及び各委員

会について傍聴の自粛を要請した。議場では、飛沫拡散防止のため、演壇、議長席及び進行係の議員席に卓上パーテーシ

ョンを設置し、全員がマスクを着用することとした。 

 また、常任委員会において、タブレット端末を活用してペーパーレス化の試行を実施した。 

 会期 33 日間にわたった２月定例会は３月 25 日に閉会した。 

２月定例会の概要 
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               令和４年２月定例会 会期日程 
 

日程 月 日 曜日 時 間 本    会    議 時 間 委 員 会 

１ ２．21 月 13:00 

○ 開 会 
⑴ 諸般の報告 

 ⑵  会議録署名議員の選任 
⑶  会期の変更 

 ⑷ 第１号議案～第49号議案、一括議題、付託 
⑸ 第１号発議案 
⑹ 特別委員長報告 

本会議 
終了後 

四常任委員会 

常任委 
終了後 

党  議 

２ ２．22 火  

10:00 四常任委員会 

常任委 
終了後 

議会運営委員会 

議 運 
終了後 

連合委員会（議案説明） 

３ ２．23 水 休           日（天皇誕生日） 

４ ２．24 木 議   案   調   査 

５ ２．25 金 10:00 

⑴ 人事委員会の意見報告（第26号議案） 
⑵ 第45号議案～第49号議案、一括議題 

  ・常任委員長報告 
  ・採決 
⑶ 県政に対する代表質問 
  ・小野峯生君 ・上杉知之君 ・重川隆広君 

 

６ ２．26 土 休           日 

７ ２．27 日 休           日 

８ ２．28 月 10:00 
⑴ 県政に対する一般質問 
  ・皆川雄二君 ・長部 登君 ・片野 猛君 
 ・笠原義宗君 ・小島 晋君 ・杉井 旬君 

 

９ ３．１ 火 議   案   調   査 

10 ３．２ 水 10:00 
⑴ 県政に対する一般質問 
  ・中村康司君 ・小泉 勝君 ・斎京四郎君 
 ・中川隆一君 ・小山大志君 ・河原井拓也君 

本会議 
終了後 

議会運営委員会 

11 ３．３ 木 10:00 

  
⑴ 第50号議案～第75号議案、一括議題、付託 
⑵ 請願第１号及び第２号 

陳情第１号～第17号 
⑶ 県政に対する一般質問 
・安沢峰子君 ・遠藤玲子君 ・青木太一郎君 
・小島義徳君 ・飯野 晋君 

 

12 ３．４ 金               議   案   調   査 

13 ３．５ 土                休           日 

14 ３．６ 日                休           日 

15 ３．７ 月 10:00 ⑴ 第２号発議案、即決 
本会議 
終了後 

四常任委員会 

16 ３．８ 火  10:00 四常任委員会 

一括議題、付託 
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日程 月 日 曜日 時 間 本    会    議 時 間 委 員 会 

17 ３．９ 水 
 

10:00 四常任委員会 

18 ３．10 木 
 

10:00 四常任委員会 

19 ３．11 金 
 

10:00 四常任委員会 

20 ３．12  土                休           日 

21 ３．13 日                休           日 

22 ３．14 月               議   案   調   査 

23 ３．15 火  10:00 
連合委員会（第２次） 
 ・小山芳元君 
 ・秋山三枝子君 

24 ３．16 水 13:00 ⑴ 第76号議案～第78号議案、一括議題、付託 
本会議 
終了後 

四常任委員会 

25 ３．17 木  10:00 

連合委員会（第２次） 
 ・小島 晋君 
 ・佐藤浩雄君 
・沢野 修君 

26 ３．18 金  10:00 

連合委員会（第２次） 
 ・長部 登君 
 ・佐藤久雄君 

  ・樋口秀敏君 
   ・遠藤玲子君 

27 ３．19  土                休           日 

28 ３．20 日                休           日 

29 ３．21 月                休           日（春分の日） 

30 ３．22 火               党           議 

31 ３．23 水               議   案   調   査 

32 ３．24 木  

10:00 四常任委員会 

常任委 
終了後 

議会運営委員会 
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日程 月 日 曜日 時 間 本    会    議 時 間 委 員 会 

33 ３．25 金 13:00 

⑴ 議案73件、請願２件、陳情21件、発議案１件、一括議題 
   ・常任委員長報告 
  ・第１号議案に対する討論（遠藤玲子君） 
   ・採決 
  ・残りの議案等の採決 
⑵  第79号議案、議題、即決 
⑶ 第３号発議案、議題、即決 
⑷ 第４号発議案、議題 
・趣旨弁明（小林一大君） 
・採決 

⑸ 第５号発議案～第７号発議案、一括議題、即決 
⑹ 第８号発議案、議題 

  ・趣旨弁明（上杉知之君） 
   ・採決 
 ⑺ 第９号発議案、議題 
  ・趣旨弁明（樋口秀敏君） 
  ・採決 
⑻ 第10号発議案、議題 

  ・趣旨弁明（小島晋君） 
  ・採決 
 ⑼ 常任委員会、議会運営委員会、特別委員会の閉会中継続 
  調査 
 ○ 閉 会 
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２月定例会本会議議事内容 

 

 

２月21日 

 午後１時開会開議（本日の出席議員49名） 

 まず、諸般の報告を行った。 

 次に、会議録署名議員の選任を行った。 

次に、今定例会の会期を３月25日までの33日間に変更した。 

  次に、第１号議案から第49号議案までを一括議題とし、花角知事の提案理由説明の後、各部門の常任委員会に付託

した。 

次に、第１号発議案を議題とし、自由民主党岩村良一君の趣旨弁明の後、産業経済委員会に付託した。 

次に、人口減少問題対策特別委員長、新総合交通・防災対策特別委員長、県民所得アップ対策特別委員長の報告の

後、議案審査等のため休会を決し、次会は２月25日午前10時から開くことを決して、午後１時57分散会した。 

 

 

２月25日 

 午前10時開議（本日の出席議員49名） 

 まず、第26号議案について人事委員会から、意見の提出があった旨を報告した。 

次に、第45号議案から第49号議案までを一括議題とし、各常任委員長から付託案件の審査結果の報告があった。 

 次に、採決に入り、第45号議案、一般会計補正予算を全会一致で可決した。 

次に、特別会計及び企業会計関係予算３件、第46号議案から第48号議案までを全会一致で可決した。 

次に、事件議決１件、第49号議案を全会一致で可決した。 

次に、県政に対する代表質問に入り、自由民主党小野峯生君、未来にいがた上杉知之君、リベラル新潟重川隆広君

の順で質問を行った後、次会は２月28日午前10時から開くことを決して、午後３時42分散会した。 

 

 

２月28日 

 午前10時開議（本日の出席議員50名） 

 直ちに県政に対する一般質問に入り、自由民主党皆川雄二君、未来にいがた長部登君、リベラル新潟片野猛君、自

由民主党笠原義宗君、未来にいがた小島晋君、リベラル新潟杉井旬君の順で質問を行った後、議案調査のため休会を

決し、次会は３月２日午前10時から開くことを決して、午後５時３分散会した。 

 

 

３月２日 

 午前10時開議（本日の出席議員50名） 

 直ちに県政に対する一般質問に入り、自由民主党中村康司君、リベラル新潟小泉勝君、自由民主党斎京四郎君、自

由民主党中川隆一君、自由民主党小山大志君、自由民主党河原井拓也君の順で質問を行った後、次会は３月３日午前

10時から開くことを決して、午後４時56分散会した。 

 

 

３月３日 

 午前10時開議（本日の出席議員50名） 
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 まず、第50号議案から第75号議案までを一括議題とし、花角知事の提案理由説明の後、各部門の常任委員会に付託

した。 

次に、請願第１号及び第２号並びに陳情第１号から第17号までを一括議題とし、各部門の常任委員会に付託した。 

次に、県政に対する一般質問に入り、公明党安沢峰子君、日本共産党遠藤玲子君、無所属青木太一郎君、無所属小

島義徳君、無所属飯野晋君の順で質問を行った後、議案審査等のため休会を決し、次会は３月16日午後１時から開く

ことを宣して、午後４時12分散会した。 

 

 

３月７日 

 午前10時開議（本日の出席議員52名） 

 まず、第２号発議案を議題とし、自由民主党小林一大君の趣旨弁明の後、委員会審査を省略し、採決に入り、全会

一致で可決した。 

次に、議案審査等のため休会を決し、次会は３月16日午後１時から開くことを宣して、午前10時４分散会した。 

 

 

３月16日 

午後１時開議（本日の出席議員52名） 

 まず、第76号議案から第78号議案までを一括議題とし、花角知事の提案理由説明の後、各部門の常任委員会に付託

した。 

 次に、議案審査等のため休会を決し、次会は３月25日午後１時から開くことを宣して、午後１時２分散会した。 

 

 

３月25日 

  午後１時開議（本日の出席議員52名） 

  まず、第１号議案から第44号議案まで及び第50号議案から第78号議案まで、請願第１号及び第２号、陳情第１号か

ら第17号まで、継続中の陳情令和元年第９号、令和２年第15号、令和３年第３号及び第16号並びに第１号発議案を一

括議題とし、各常任委員長から付託案件等の審査結果の報告があった。 

 次に、第１号議案に対する日本共産党遠藤玲子君の反対討論の後、採決に入り、賛成多数で可決した。 

 次に、一般会計補正予算２件、第50号議案及び第76号議案を全会一致で可決した。 

 次に、特別会計及び企業会計関係予算並びに条例４件、第５号議案、第19号議案、第27号議案及び第35号議案を賛

成多数で可決した。 

次に、残りの特別会計及び企業会計関係予算38件、第２号議案から第４号議案まで、第６号議案から第18号議案ま

で、第20号議案、第21号議案、第51号議案から第68号議案まで、第77号議案及び第78号議案を全会一致で可決した。 

次に、残りの条例20件、第24号議案から第26号議案まで、第28号議案から第34号議案まで、第36号議案から第42号

議案まで、第70号議案、第71号議案及び第１号発議案を全会一致で可決した。 

次に、事件議決９件、第22号議案、第23号議案、第43号議案、第44号議案、第69号議案及び第72号議案から第75号

議案までを全会一致で可決した。 

次に、陳情令和元年第９号を賛成多数で継続審査とした。 

次に、陳情令和２年第15号を賛成多数で継続審査とした。 

次に、陳情令和３年第３号を賛成多数で継続審査とした。 

次に、陳情令和３年第16号を賛成多数で継続審査とした。 

次に、請願第２号、陳情第３号、第８号、第13号、第14号及び第16号を賛成多数で不採択とした。 

次に、陳情第６号及び第９号を賛成多数で不採択とした。 
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次に、陳情第７号を賛成多数で不採択とした。 

次に、陳情第10号を賛成多数で不採択とした。 

次に、陳情第12号を賛成多数で不採択とした。 

次に、陳情第15号を賛成多数で不採択とした。 

次に、陳情第17号を賛成多数で不採択とした。 

次に、請願第１号を全会一致で採択とした。 

次に、陳情第１号、第２号、第４号、第５号及び第11号を全会一致で不採択とした。 

次に、第79号議案を議題とし、花角知事の提案理由説明の後、委員会審査を省略し、採決に入り、全会一致で同意

した。 

次に、第３号発議案を議題とし、趣旨弁明及び委員会審査を省略し、採決に入り、全会一致で可決した。 

次に、第４号発議案を議題とし、自由民主党小林一大君の趣旨弁明の後、委員会審査を省略し、採決に入り、全会

一致で可決した。 

次に、第５号発議案から第７号発議案までを一括議題とし、趣旨弁明及び委員会審査を省略し、採決に入り、全会

一致で可決した。 

次に、第８号発議案を議題とし、未来にいがた上杉知之君の趣旨弁明の後、委員会審査を省略し、採決に入り、全

会一致で可決した。 

次に、第９号発議案を議題とし、未来にいがた樋口秀敏君の趣旨弁明の後、委員会審査を省略し、採決に入り、賛

成少数で否決した。 

次に、第10号発議案を議題とし、未来にいがた小島晋君の趣旨弁明の後、委員会審査を省略し、採決に入り、賛成

少数で否決した。 

次に、常任委員会、議会運営委員会、特別委員会の閉会中継続調査を決し、午後１時51分、会期33日間にわたった

２月定例会を閉会した。 
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２月定例会提出議案知事説明（要旨） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２月 21 日） 

 

 令和４年２月定例県議会の開会に当たり、私の所信の

表明と提案いたしております議案の概要を申し述べ、議

員各位並びに県民の皆様のご理解とご協力をお願いした

いと存じます。 

 はじめに、最近の動き等について数点申し上げます。 

 新型コロナウイルス感染症については、感染者数の高

止まりが続く中、対策を緩められる状況にはないことか

ら、３月６日まで、まん延防止等重点措置が適用延長と

なりました。県民の皆様におかれましては、様々な制約

等により、厳しい状況が続き、ご負担をおかけしており

ますが、引き続き基本的な感染防止対策の徹底等、ご協

力をお願いいたします。 

 一方、明るいニュースもあります。北京冬季オリンピ

ックでは、本県出身の平野歩夢選手が金メダル、冨田せ

な選手が銅メダルを獲得しました。お二人をはじめとす

る本県出身選手の躍動感あふれる姿は、私たち県民に勇

気と感動を与えてくれました。 

 また、県民の悲願である「佐渡島の金山」の世界遺産

登録に向けた大きな一歩として、昨年末の国の文化審議

会の答申を踏まえ、２月１日に政府がユネスコへの推薦

を行いました。長年にわたりご尽力された関係者の皆様

と、ご支援いただいた県議会、県民の皆様に心より感謝

申し上げます。登録の実現に向け、先般、副知事をリー

ダーとするワーキングチームを立ち上げたところであり、

県としては、国や佐渡市と連携し、佐渡金銀山の価値に

ついて、国際的な理解が得られるよう、できる限りの取

組を進めてまいります。 

 次に、新潟県総合計画についてですが、昨年 12 月にい

ただいた中間評価報告書におきましては、防災・減災対

策の推進や企業誘致の推進など６割強の政策において順

調等の評価をいただいたところであり、そうした分野に

ついては更なる取組の強化を図ってまいります。 

 一方で、本県が長きにわたり苦しんできた人口減少問

題については、総合計画に掲げた目標の達成が極めて厳

しい状況であることを真摯に受け止め、政策的に改善す

べきものを明らかにし、施策効果を定期的に検証して改

善しながら、成果を出していく必要があります。 

 報告書においては、脱炭素社会への転換など新たな行

政課題への対応も加えた計画の見直しが必要との提言も

いただいており、今後議会並びに県民の皆様のご意見を

いただきながら改定作業を行うとともに、計画の基本理

念である「住んでよし、訪れてよしの新潟県」の実現に
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向け、取組の改善や強化をしっかりと進めてまいりたい

と考えております。 

 その第一歩として、お諮りしている令和４年度当初予

算案においても、足元の課題への対応をきめ細やかに講

じつつ、本県の中長期的な発展に向けた取組もしっかり

行ってまいります。 

 

 はじめに、新型コロナウイルス感染症への対応につい

てです。 

 先ほど申し上げましたとおり、まん延防止等重点措置

が適用延長となりましたが、県ではこれまで、医療調整

本部や保健所の体制強化、受診・相談センターの窓口の

追加や電話回線の増設など、相談体制の拡充を行ったと

ころです。 

 検査体制については、行政検査を行う新たな広域型の

地域・外来検査センターの設置に向け準備を進めるとと

もに、不安を感じている方を対象とした無料ＰＣＲ等検

査所を 200 か所以上設置するなど体制強化に取り組んで

おります。 

 加えて、医療・高齢者施設等におけるクラスター発生・

拡大を防止するため、従事者等を対象とした検査を実施

するとともに、社会機能維持者の待機期間を短縮するた

めに必要な抗原検査キットについて、自力で入手が困難

な事業所への供給も開始しております。 

 また、宿泊・自宅療養を含む医療体制については、入

院待機ステーションの運用を開始するとともに、自宅療

養者への対応のため、健康観察を行う看護師の大幅な増

員など体制を整備しております。今後も県民の皆様から

いただいた寄附も活用して、重症患者の対応に当たる看

護師の育成・確保を行うなど、感染症への対応力の強化

を進めてまいります。 

 あわせて、発症予防や入院予防に有効なワクチンの追

加接種については、市町村と連携し、接種の前倒しに取

り組んでおります。更なる加速化に向け、新潟空港等に

おける大規模接種会場や医療機関へのワクチン接種加速

化センターの設置を行ってきました。今後も、市町村や

医療関係者と協力し、小児を含めたワクチン接種を推進

してまいります。 

 引き続き、国や市町村と連携し、万全の体制で県民の

安全・安心を確保できるよう全力で取り組んでまいりま

す。 

 

 また、社会経済活動の維持と回復に向けた取組にもし

っかりと対応してまいります。 

 本県経済は、設備投資や雇用は持ち直しつつあります

が、まん延防止等重点措置の適用に伴い、飲食や宿泊な

どの業種では、依然として厳しい状況にあるものと認識

しております。 

 このため、事業者の方々が経営を続けていただけるよ

う、新型コロナ対応の制度融資について、融資限度を引

き上げたところであり、さらに４月１日から元金据置期

間を延長するなど、融資条件を見直します。あわせて、

引き続き、国と協調した信用保証料の補助により資金繰

りを支援し、セーフティネット対策に万全を期してまい

ります。 

 また、時短要請に協力いただいた飲食店等に対しての

市町村を通じた協力金や、売上が減少した飲食関連事業

者に対する支援金を支給してまいります。 

 観光関連の早期の需要回復に向けて、感染拡大の状況

を踏まえながら、県民割キャンペーンを追加で実施する

とともに、消費喚起や需要創出に向けて商工団体などが

実施するイベントなどを引き続き支援してまいります。 

 また、依然として厳しい経営状況に置かれている地方

バス、高速バス、離島航路及び地方鉄道など交通事業者

への事業継続支援を通じて、地域公共交通の維持・確保

に努めてまいります。 

 新型コロナ感染症の影響で、生活に困難を抱えた方々、

弱い立場の方々、生活に厳しい影響を受けている方々へ

の支援もしっかりと行ってまいります。 

 様々な事情を抱えた女性や子どもを取り巻く環境は厳

しい状況が続いております。このため、ひとり親家庭の

自立・就業に向けた相談体制等の拡充や、不安を抱える

女性の支援に取り組むＮＰО団体等の連携体制の強化等

に、引き続き取り組んでまいります。さらに、市町村が

取り組むヤングケアラー相談体制強化への支援や児童養

護施設での生活・学習等に必要な物品購入を支援してま

いります。 

 また、文化・スポーツイベントの開催や美術館・博物

館等の活動を引き続き支援するほか、地域で活動するオ

ーケストラの演奏等を児童生徒が鑑賞できる機会を新た
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に設けるなど、地域文化の維持・存続を図ってまいりま

す。 

 

 あわせて、本県の持つポテンシャルを最大限発揮させ、

中長期的な成長・発展と持続可能な社会の実現に向けた

取組を進めてまいります。 

 

 第一点目は、分散型社会の実現に向けた取組について

です。 

 新型コロナ感染拡大を契機として、人と企業の地方分

散の流れが生じ始めていますが、本県における東京都と

の間の転出入は、新型コロナ感染拡大前と比較して、約

1,500 人の改善となっているものの、未だ大きな流れを

取り込めている状況には至っておりません。 

 このため、働く場、起業・創業など新しいことにチャ

レンジする場、訪れる場として「選ばれる新潟」を目指

し、官民一体となって県内企業や地域の魅力を高め、戦

略的に情報発信するなどの取組を強化してまいります。 

 

 はじめに、地方分散の流れの呼び込みについてです。 

 本県へのＵ・Ｉターンの促進に向けては、今年度、首

都圏で開設した「にいがた暮らし・しごと支援センター」

について、新年度は、相談員体制の強化を図り、学生の

Ｕ・Ｉターン就職促進のための首都圏大学への訪問活動

や大学との連携事業を拡充してまいります。 

 また、オンライン化の進展により採用活動のあり方が

急激に変化している状況を踏まえ、インターンシッププ

ログラムや広報の見直しなど、県内企業の採用力向上に

向けた取組を専門家の派遣等により支援してまいります。 

 さらに、子育て世帯をターゲットとして、移住後の生

活を体感してもらうための子育て関連スポットを巡るツ

アー等を実施するほか、子どもの居場所づくりに取り組

む団体を支援するなど、社会全体で子育てを支える環境

づくりを進めてまいります。 

 若者の働く場として人気が高いＩＴ関連企業の誘致活

動の強化も行ってまいります。本県へ進出する際の初期

費用を支援するとともに、新たに、県内に進出したＩＴ

企業経営者を「アンバサダー」として委嘱し、首都圏等

の企業との人的ネットワークを活かした誘致を展開して

まいります。 

 人と企業を呼び込むため、地域の持つ強みや財産を活

かし、市町村及び民間企業と一体となった取組を進めて

いる地域活性化リーディングプロジェクトについて、引

き続き県内４エリアで展開してまいります。 

 また、新たに「県版地域おこし協力隊」を導入するこ

ととし、サイクルツーリズムなど、地域の活性化に向け

た広域的な取組を展開してまいります。 

 

 次に、働き方改革などによる県内企業の魅力向上につ

いてです。 

 若者や女性から働く場として選ばれるためにも、働き

方改革を推進し、県内企業の魅力を高めることが喫緊の

課題であると考えております。 

 このため、職場環境の改善に取り組む企業に専門家を

派遣して、伴走型の支援を行うとともに、機運醸成に向

け、新たに、職場単位でチームをつくって働き方改革に

取り組むキャンペーンを実施します。 

 また、女性が活躍できる社会の実現に向けて、ハッピ

ーパートナー登録企業の取組をさらに後押しするため、

女性活躍推進法に基づく国の認定制度「えるぼし認定」

の取得を目指す企業を支援してまいります。 

 さらに、次世代の女性リーダーを育成するための実践

的な研修を実施するとともに、県内女性の起業・創業意

識の醸成を図るためのセミナーや先輩女性起業家による

サポートを実施します。 

 また、結婚や妊娠・出産、育児などにより長い期間就

労されていない方々については、自身の生活スタイルに

合った多様な就労に結びつけるため、企業セミナーやＩ

Ｔスキルアップ研修の充実を図るなど、女性の様々な自

己実現の希望に即した、きめ細やかな支援を行ってまい

ります。 

 

 次に、起業・創業の推進についてです。 

 約２年をかけて、県内８カ所で民間スタートアップ拠

点の整備を支援し、官民連携で起業・創業を推進した結

果、この間に 90 を超える起業家が輩出されました。引き

続き、官民連携の支援体制で人が人を呼び、「新しいビジ

ネスを始めるなら新潟に」となるよう、取組を推し進め

てまいります。 

 新年度においては、企業版ふるさと納税を活用し、資
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金調達が難しい創業初期のスタートアップ企業の事業化

を支援してまいります。 

 また、今後の本県経済を牽引する成長企業 20 社を「J-

Startup NIIGATA」に選定し、官民連携で支援しておりま

すが、今後、追加の選定を進めます。 

 さらに、飛躍を目指す県内スタートアップ企業と首都

圏のエンジェル投資家等とのネットワーク形成に向けた

取組なども進めてまいります。 

 官民連携の伴走支援に加え、新たな資金支援やビジネ

ス拡大の環境づくりにより、スタートアップの成長を着

実に後押ししてまいります。 

 

 次に、新潟の魅力・強みの戦略的な発信についてです。 

 本県の持つ魅力や強みを明確にした上で、デジタルを

活用し、効果的な情報発信を戦略的、部局横断的に行う

ことが重要です。 

 今年度、特に若い世代に向け、魅力発信ウェブサイト

「新潟のつかいかた」キャンペーンを展開しております

が、アンバサダーとしてクリーピー・ナッツのＤＪ松永

氏を起用したこともあり、フォロワー数が 10 倍以上と

なるなど、大きな効果がありました。これらの取組で繋

がった方々の新潟との関わりや関心度に応じ、移住促進

や関係人口の創出など、関連サイトへ効果的に誘導を図

り、若者が常に新潟の情報に触れることができる情報発

信体制をさらに強化してまいります。 

 また、移住に対する検討段階やライフスタイル等に基

づき、アプローチすべき若者の具体的なターゲット像を

設定し、より的確な情報発信を行ってまいります。加え

て、県外に転出した若者とふるさとをつなぎ、応援する、

産学官の連携プロジェクト「にいがた鮭プロジェクト」

に参画することにより、県の施策のより効果的な情報発

信を行うなど、Ｕターン促進の取組を強化してまいりま

す。 

 

 第二点目は、脱炭素社会への転換についてです。 

 県では一昨年９月、2050 年温室効果ガス排出量実質ゼ

ロを表明し、本県の特性や課題を踏まえつつ、再生可能

エネルギー・脱炭素燃料等の「創出」、「活用」、事業所や

家庭等における CO2 排出「削減」、森林整備や新たな技術

開発による「吸収・貯留」の４つを柱とし、排出削減対

策及び吸収源対策をより一層推進する具体的な戦略につ

いて検討してまいりました。 

 これらの検討も踏まえ改定する「地球温暖化対策地域

推進計画」では、2030 年度における県全体の CO2 削減目

標を 2013 年度比マイナス 46％とし、その目標実現に向

け、県民や事業者、市町村等と一丸となり、更なる高み

も視野に入れた意欲的な取組を推進してまいります。 

 令和４年度における主な取組として、脱炭素先行地域

に向けて市町村の取組を後押しするとともに、県全体へ

の波及を見据え、ゼロ・エネルギー・ハウスや屋根置き

太陽光発電の導入促進など、先駆的な取組を行う市町村

を柔軟に支援します。 

 また、家庭における取組を後押しするため、雪国型ゼ

ロ・エネルギー・ハウスの普及に向け、県内中小工務店

への支援を行います。若者が環境問題に関心を持って発

信することを支援するなど、県民の行動変容を促す普及

啓発活動も強化してまいります。 

 次に、再生可能エネルギーの導入促進についてです。 

 目標実現に向けては、太平洋側に比べ遅れている太陽

光発電の導入促進が有効です。このため、モデルケース

となる事業所や工場等の屋根への太陽光発電設備設置を

支援し、その有用性を県内事業者に周知することにより、

導入促進を図ってまいります。 

 洋上風力発電の推進に向けては、昨年９月に海洋再生

エネルギー海域利用法に基づく「有望な区域」に選定さ

れた「村上市及び胎内市沖」において、先月、国と県に

よる法定協議会が設置され、初めての会合が開かれまし

た。「促進区域」の指定を目指し、法定協議会における協

議を進めるとともに、事業推進に向けた漁業影響調査を

実施します。 

 また、佐渡島や粟島での「自然エネルギーの島構想」

の実現に向け、電力会社等関係事業者や地元自治体と連

携し、太陽光発電やＥＶ等の導入に係るプロジェクトの

具体化を支援してまいります。 

 

 第三点目は、デジタル改革の実行についてです。 

 デジタル改革は喫緊の課題となっており、昨年７月に

デジタル改革実行本部を立ち上げるとともに、デジタル

改革の実行方針を定めて部局横断的に取組を進めてまい

りました。先般、同方針を改定し、県民に身近な教育、
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医療福祉、地域交通等の各分野の取組や、デジタル人材

の育成等について、その方向性を明確化したところであ

り、これに基づき取り組んでまいります。 

 

 はじめに、県内産業のデジタル化の推進についてです。 

 これまで、業界団体や金融機関等との意見交換を重ね

る中で、デジタル･トランスフォーメーションの機運が高

まってきていると感じており、これを企業の具体的な行

動につなげることが重要です。 

 このため、デジタル化によるビジネスモデルの変革等

を目指す企業の経営者を対象とした業種別の研修を新た

に実施します。デジタル･トランスフォーメーションの先

行事例の創出を図り、業界や地域で波及する取組を促し

てまいります。 

 また、担い手不足を背景に労働環境の改善や生産性向

上等が喫緊の課題である県内建設産業に対し、新たにバ

ックオフィス部門におけるシステム導入やデジタル人材

の育成を支援するとともに、ＩＣＴ活用工事の普及を一

層促進してまいります。 

 

 次に、暮らしのデジタル化の推進についてです。 

 人口減少等の課題を克服するため、デジタルによる公

的サービスの変革に取り組みます。 

 医療分野では、救急医療ひっ迫等の解消のため、24 時

間対応が可能なＡＩ救急相談システムの導入や、遠隔地

等におけるオンライン診療の検討を進めてまいります。 

 教育分野では、新潟県版ＧＩＧＡスクール構想を推進

するとともに、国事業を活用し、遠隔授業による離島・

中山間地域における教育環境の充実に引き続き取り組ん

でまいります。 

 また、地域における公共交通体系の充実に向けた新モ

ビリティサービスの導入支援や、防災分野での情報発信

の強化など、県民の暮らしの様々な分野においてデジタ

ル化を進めてまいります。 

 

 次に、行政のデジタル化の推進についてです。 

 県庁におけるデジタル改革を加速するため、外部の専

門人材を活用し、情報システムの最適化や業務のデジタ

ル改革に取り組んでまいります。 

 また、県民の利便性向上や職員の業務効率化のために

推進する「行政手続オンライン化」に係る電子申請シス

テムの運用をはじめ、職員が業務で使用する基幹ネット

ワークや情報システムの見直しを通して、効率的な行政

運営の推進や県民サービスの向上を図ってまいります。 

 さらに、行政手続をワンストップで完結できる電子納

付の導入や、窓口におけるキャッシュレス決済端末の導

入などにより、手数料等の納付におけるキャッシュレス

決済の利用を促進し、収入証紙については、令和６年度

前半の廃止を目指してまいります。 

 来年度、モバイル環境整備などを一挙に進め、県民に

効率的で質の高い行政サービスを提供できるよう、働き

方についても、ペーパーレス化やテレワークの推進など、

時代に合わせた変革を行ってまいります。 

 また、本県の中長期的な成長・発展に向けては、現在、

外部有識者による「持続可能な社会実現に向けた政策に

係る検討委員会」において、将来の県の発展に求められ

る施策と財源のあり方を議論いただいております。大き

な社会環境の変革に対応し、長らく潜在的可能性はある

と言われてきた本県が、強みを生かし、弱みを克服する

ことで、その力を時代に即し発展させていくため何が求

められるか、年度末を目途に提言いただく予定であり、

これらを踏まえ、検討を進めてまいります。 

 

 以下、その他の本県の主要課題について、順次述べさ

せていただきます。 

 第一点目は、強靱で安全安心な基盤整備についてです。 

 はじめに、一段加速した防災・減災対策の推進につい

てです。 

 近年、気候変動の影響により激甚化・頻発化する自然

災害や、今後、加速度的に増加するインフラ施設の老朽

化への対応は喫緊の課題と考えております。 

 このため、国の「防災・減災、国土強靱化のための５

か年加速化対策」等による有利な財源を最大限活用しな

がら、被害を未然に防止・軽減することを目的とした河

川改修をはじめとする治水・土砂災害対策や、道路施設

の老朽化対策などを集中的に実施してまいります。 

 また、昨年７月に発生した静岡県熱海市の土石流災害

を踏まえ、盛土等を行う者や土地所有者等の責務等を規

定し、予防的観点から盛土等を規制する「新潟県盛土等

の規制に関する条例」を制定することとし、条例案を本
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定例会でお諮りしているところです。 

 本条例に基づき、盛土等の崩落による災害発生を防止

し、県民の安全の確保を図ってまいります。 

 災害発生時には、より迅速かつ的確な住民避難や被災

者支援に繋がる取組を推進していくことが重要です。 

 このため、平時から県民と行政が避難や支援に必要な

情報を共有・活用することで、発災時に個人に寄り添っ

た情報発信や支援を展開するための新たなシステムの研

究開発に取り組んでまいります。 

 

 次に、原子力防災対策の推進についてです。 

 今月 15 日、柏崎市等において、冬季の積雪時の原子力

災害を想定した冬季避難訓練を実施しました。除雪事業

者やバス事業者などの協力をいただきながら、各道路管

理者が連携して住民避難等を行う際の手順を確認する訓

練を実施しました。今後とも、条件を変えながら、様々

な想定で訓練を行うことにより、原子力災害時における

対応力の向上を図ってまいります。 

 また、原発事故に関する３つの検証については、着実

に進めてまいります。 

 

 次に、地域医療の確保と「健康立県」の実現について

です。 

 誰もが安心して医療を受けられる地域医療の確保には、

持続可能で質の高い医療提供体制の構築が重要であり、

昨年４月に策定した「地域医療構想の実現に向けた今後

の方向性」に沿って、各医療圏において、医療提供体制

の検討を進めているところです。 

 県としては、各医療圏での検討を踏まえた地域の医療

課題の解決に向けた機能再編等の取組を国制度などを活

用しながら支援してまいりたいと考えております。 

 また、県央基幹病院については、令和５年度中の開院

に向けた施設整備や医療従事者の確保などを指定管理者

とともに着実に進めるとともに、地域医療連携推進法人

を設立し、病院統合と再編・集約化に向けた取組を更に

進めてまいります。 

 また、こうした医療の提供を支えるためには、その基

盤となる地域医療を担う人材の確保が不可欠で 

あり、また、2024 年度から始まる医師の働き方改革への

対応も重要です。 

 このため、医師確保については、定着率が高い医学部

地域枠の新設・拡大を図るとともに、更なる臨床研修医

の確保に向け、臨床研修病院の募集定員増につながる研

修環境整備等への支援に加え、県独自の研修コース創設

などの取組を行うこととしております。 

 また、医師の働き方改革への対応に向けては、医療機

関における勤務実態を十分把握した上で、県がリーダー

シップを取り、働き方改革に対応できる医療提供体制の

あり方について、各病院をはじめ、大学や医師会等の関

係者と検討を行ってまいります。 

 医療提供体制の確保とともに、健康立県の実現に向け

ては、県民一人一人の健康づくりの推進も重要です。こ

のため、市町村や関係団体、企業等との連携・協働によ

り県民運動を展開し、食生活の改善や運動習慣の定着な

ど、引き続き県民の健康づくりに対する機運醸成、意識

の浸透に取り組んでまいります。 

 

 第二点目は、産業構造の転換についてです。 

 はじめに、意欲ある企業等への支援による県内産業の

活性化についてです。 

 新型コロナ感染症を契機とした社会経済活動の変化に

対応するため、県内中小企業等が取り組む新たな商品開

発やサービス提供等の前向きなチャレンジに対しては、

デジタル化や脱炭素の取組に重点化しながら、引き続き

支援してまいります。 

 加えて、創業後一定年数を経過したベンチャー企業が、

更なる成長を目指して取り組む新規ビジネスを後押しす

るなど、県内企業が新たなチャレンジをするための環境

づくりを推進してまいります。 

 また、ポスト・コロナに向けて、働く人や企業から「選

ばれる新潟」の実現を目指し、産学官の関係者とともに、

社会経済活動の変化を見据えた産業労働施策の中長期的

な戦略を策定します。また、ポスト・コロナにおける本

県ものづくり産業の技術力と市場競争力の維持・強化に

向けて、県工業技術総合研究所に求められる技術開発支

援の機能や体制等について、県内産業界のニーズ等を踏

まえながら検討を進めてまいります。 

 

 次に、付加価値の高い持続可能な農林水産業の実現に

ついてです。 
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 本県農林水産業は、生産者の減少や高齢化の進行など、

構造的な課題を抱えており、経営基盤の強化と中山間地

域の維持・発展に向けた構造対策と、農林水産業の成長

産業化に向けた生産対策を車の両輪として強化し、新た

な人材の受け皿となる経営体や地域を確保していくこと

が重要です。 

 このため、構造対策では、地域の農業や農地利用の将

来像を明確にする「人・農地プラン」について、法定化

により位置づけを強化する方向性が示されていることも

踏まえ、市町村等と連携して農地の集約化の取組を加速

するとともに、集落営農の活性化や法人間の組織的連携

などにより、経営基盤の強化を重点的に進めてまいりま

す。また、中山間地域の集落機能等の維持に向け、ビレ

ッジプランの着実な実践に取り組んでまいります 

 一方、県ではこれまで、新潟米や園芸について策定し

た基本戦略に基づき、様々な生産対策に取り組んできた

ところですが、長期化する新型コロナ感染症の影響等を

踏まえ、米価の安定による稲作所得の確保や、経営の幅

を広げるための園芸の導入・拡大を一層推進することが

必要です。 

 このため、コシヒカリや新之助を牽引役に、新潟米の

ブランド力強化による需要拡大を進めるとともに、主食

用米の民間在庫量の適正化に向け、国や県が措置した支

援策の最大限の活用を促し、農業団体と一体となって、

非主食用米や大豆等への更なる転換を進めてまいります。 

 また、基本戦略の策定以降、着実に成果を上げている

園芸については、これまでのモデル的な取組の横展開を

進めるとともに、葉たばこ廃作地での園芸品目への転換

支援に取り組むなど、関係団体等と連携して、一層の園

芸振興に注力してまいります。 

 林業と水産業においても基本戦略の策定を進めている

ところですが、林業では、新たにコーディネーターを配

置し、森林所有者から消費者までをつなぐ仕組みづくり

を進め、地域の森林資源の生産・利用拡大に取り組むと

ともに、脱炭素社会に向け、「伐って、使って、植える」

という循環型林業を推進するため、再造林の低コスト化

を図る取組を支援してまいります。 

 また、水産業では、漁獲情報の早期共有による情報販

売の仕組みづくりを行うほか、付加価値向上に繋がる新

たな地区プロジェクトを重点的に支援するなど、持続的

な水産業の実現を目指してまいります。 

 さらに、人口減少等により縮小する国内需要を踏まえ、

成長する海外の需要を取り込むとともに、競争力のある

錦鯉の輸出を一層拡大していくことも重要です。 

 このため、策定を進めている県産農林水産物輸出拡大

実行プランに基づき、意欲ある産地への支援に加え、新

たに輸出の機運醸成や、産地「新潟」のブランド構築な

どを目的としたタスクフォースの設置を進め、持続可能

な農林水産業の実現を目指してまいります。 

 

 第三点目は、選ばれる地域の創造についてです。 

 はじめに、多様な地域資源を活かした交流人口の拡大

についてです。 

 新年度は、観光局を観光文化スポーツ部に改組し、交

流人口の拡大に向けた取組を一層強化してまいります。

世界遺産登録実現を目指す「佐渡島の金山」はもとより、

アウトドア等の佐渡の魅力あるコンテンツを盛り込んだ

観光ＰＲにつとめるとともに、県内の文化資源の観光視

点での掘り起こしや、スポーツ合宿の積極的誘致やサイ

クルツーリズムの推進など、文化・スポーツを活用した

誘客促進に取り組んでまいります。 

 また、現在のところインバウンドの需要が失われてい

る状態が続いておりますが、必ずや到来する回復期に備

え、「スノーリゾート新潟」をはじめとする本県の魅力を、

ターゲットとする国等に応じて継続的に発信するととも

に、外国人観光客の滞在時間や消費の増加につながるコ

ンテンツ等の整備を支援してまいります。  

 

 次に、更なる拠点性向上に向けた交通ネットワークの

整備についてです。 

 佐渡汽船では、長引く新型コロナ感染症の影響等によ

り厳しい経営状況が続く中、様々な経営改善策に取り組

むとともに、第三者出資の検討を進めてきておりました

が、このたび、みちのりホールディングスと出資契約を

締結いたしました。これにより、来年度以降の事業継続

に一定の目途が立ったものと受け止めております。 

 みちのりホールディングスには、全国 11 社の公共交

通事業者に対して事業再生を行ってきた実績があること

から、これまで培ってきた様々な誘客促進や利便性向上

などのノウハウを佐渡航路に展開することにより、地域
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全体の活性化につながることも期待しております。 

 県といたしましては、佐渡汽船やみちのりホールディ

ングスをはじめ、佐渡市、上越市ともしっかりと連携し

ながら、佐渡航路の維持確保及び活性化に向けて、取り

組んでまいります。 

 来年度は、地域航空会社トキエアの就航が予定されて

います。この間、県議会はもとより、地元経済界からの

後押しもあり、新潟発のベンチャー企業として、全国か

らも注目を集めているところです。 

 県といたしましては、トキエアの経営を早期に安定さ

せるための支援とともに、より多くの方々にトキエアを

ご利用いただくための取組を行うことにより、新潟空港

の更なる拠点化を進めてまいります。また、世界文化遺

産登録を見据えた佐渡線におきましては、佐渡空港の受

入環境を整備してまいります。 

 本県の地域公共交通は、人口減少や新型コロナ感染症

の影響等により、事業者の独立採算を前提とした運行の

維持が限界にきている一方で、地域に住み続けていくに

は、誰もが容易に移動できる交通手段の確保がより一層

必要となっています。 

 このため、新しいモビリティサービスとしての自動運

転やＭａａＳ導入の実証支援とともに、地域の交通資源

を有効活用するための調査・検討を実施し、市町村や交

通事業者等とも連携しながら、持続可能な移動手段の確

保に努めてまいります。 

 

 次に、将来の夢や希望を育みかなえる教育の推進につ

いてです。 

 新潟県版ＧＩＧＡスクール構想に基づくＩＣＴによる

学びの変革をさらに推進するため、県立学校における１

人１台端末環境を整備いたします。これにあわせ、教員

の資質・能力の向上に取り組むとともに、様々な学習場

面において個別最適な学習を可能とする支援システムの

導入を行います。 

 あわせて、県立学校におけるＩＣＴ支援員を引き続き

配置するとともに、機器の不具合等に迅速に対応するた

め、新たに運営支援センターを整備してまいります。 

 また、生徒や保護者の利便性向上のため、県立学校に

おいて、ウェブを通じた出願を令和６年度入学者選抜か

ら導入できるよう、システムの構築を進めてまいります。 

 次に、いじめ防止対策等の強化についてです。 

 いじめ防止や不登校、自殺予防対策をさらに進めるた

め、今年度に作成した義務教育段階でのＳＮＳ教育プロ

グラム及び自殺予防教育プログラムを検証し、さらなる

プログラムの普及・浸透に取り組むとともに、県立高校

等での相談数が増加し、内容も深刻化している状況を踏

まえ、スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー

カーの体制を拡充してまいります。 

 

 第四点目は、北朝鮮による拉致問題についてです。 

 拉致問題の解決に向けた進展が見られない中、拉致被

害者やそのご家族は高齢となってきており、解決に向け

てもはや一刻の猶予も許されません。 

 １月に知事の会として、松野官房長官兼拉致問題担当

大臣にお会いし、特定失踪者も含め拉致被害者の救出に

向けて、一刻も早く目に見える成果を出していただくよ

う要望いたしました。 

 また、政府の取組を後押しするため、県民世論の喚起

や意識啓発にしっかりと取り組んでいくことが重要です。

昨年 12 月に県議会拉致議連主催の街頭啓発活動に私も

参加させていただきました。拉致問題に関心を持ち、拉

致被害者を必ず取り戻すという声を上げ続けることを、

県民の皆様に訴えさせていただいたところです。 

 県といたしましては、引き続き拉致問題の早期解決を

国に働きかけるとともに、県民世論の喚起に向け、新た

に市町村長の会と連携した映画の上映会の開催に取り組

むほか、大学やＰＴＡを対象とした啓発セミナーの拡充、

小中高等学校での学習資料集の活用など、幅広い層を対

象とした拉致問題への関心・理解が高まる取組を進めて

まいります。 

 

 以上、主要課題について順次申し上げましたが、それ

らも反映した令和４年度一般会計予算案は、１兆 3,561

億５千万円と、令和３年度予算に比べ、総額で 3.6％の

減となったところであります。 

 

 次に、今議会に令和４年度当初予算案と併せて上程さ

れました令和３年度補正予算案に関する議案等について

ご説明申し上げます。 

 第45 号議案は一般会計補正予算案でありまして、総額
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1,061 億 1,795 万７千円の追加補正についてお諮りいた

しました。 

 今回の補正は、感染症の拡大防止と社会経済活動の両

立、ポスト・コロナを見据えた本県の中長期的な成長・

発展に向けた対応に要する経費や、投資事業等について、

令和４年度当初予算案と一体で計上するものであります。 

 また、この補正予算に係る公共事業等について、繰越

明許費を計上したほか、一般公共事業等について、令和

４年度に係る起工準備期間の確保等を図るため、いわゆ

る「ゼロ国債」を 11 億 6,250 万円計上しております。 

 以上、補正予算案についてご説明申し上げましたが、

その結果、補正後の令和３年度予算の規模は、１兆 5,700

億 1,779 万円となります。 

 

 次に、お諮りしております条例案件等のうち主なもの

について、ご説明申し上げます。 

 第24 号議案は、手数料の納付方法を証紙と規定してい

る条例について、キャッシュレス決済を導入するため、

第29 号議案は、現行条例における法人県民税の超過課税

の適用期間の延長等を行うため、第 31 号議案は、自転車

の安全で適正な利用を促進するために必要な事項を定め

るため、第 36 号議案は、畜産業の振興を図りつつ、建築

基準条例で規制する危険箇所等に畜舎等が建築されるこ

とがないようにするための制限や計画認定等の手数料を

定めるため、第 39 号議案は、盛土等による土砂崩落等の

災害の発生を未然に防止し、県民の安全の確保を図るた

めに必要な事項を定めるため、それぞれ、条例の制定及

び所要の改正を行うものであります。 

 

 第 44 号議案は、包括外部監査契約の締結について、お

諮りするものです。 

 

 以上、新年度における所信の一端と施策・議案の概要

などについて申し述べました。何とぞ慎重にご審議のう

え、上程された各議案それぞれについて、ご賛同を賜り

ますよう、お願い申し上げます。 

 

 最後にこの場をお借りして、知事就任後のこれまでの

振り返りと今後の対応について申し上げます。 

 平成 30 年に県民の皆様からご負託を受け知事に就任

し、まもなく３年９カ月となります。 

 これまで、「住んでよし、訪れてよしの新潟県」の実現

を目指し、県政を進めてまいりました。 

 そうした中で、就任当初に想定していなかった事柄も

生じました。本県財政に関して、このまま何もしなけれ

ば、数年後には財源対策的基金が枯渇するといった危機

的な財政状況が明らかになったことを受け、令和元年 10

月に「新潟県行財政改革行動計画」を策定し、聖域なき

歳出歳入改革に取り組みました。様々な方々へご負担を

強いることとなる行財政改革を先送りせず、断行するこ

とにより、令和７年度まで収支均衡が図られる見通しと

なるなど、着実に前へ進んでおります。 

 新型コロナ感染拡大により、この２年間は、感染防止

対策と社会経済活動の維持・回復が当面の最大の課題と

なりました。様々な局面において、市町村、医療関係者

等と一体となり、県民の安全と暮らしを守るため、全力

で取り組んでまいりました。 

 これらに注力してきた中、十分取り組めていなかった

ものや、進捗を成果につなげるため、もう一段の取組が

求められるものもあります。 

 本県が長きにわたり苦しんできた人口減少問題につい

ては、地方分散の流れの中で、改善傾向にあるものの、

さらに本県への大きな流れとして取り込んでいかなけれ

ばなりません。 

 新型コロナ感染拡大の影響を大きく受けた交流人口の

拡大も、課題として残っていると考えております。 

 また、これまで申し述べてきたように、防災・減災の

集中的な実施、医療提供体制の整備、官民一体となった

起業・創業の推進、園芸の拡大など、大きく進展した施

策においても、将来の新潟の発展に確実につなげるため

には、取組を加速していかなければなりません。 

 さらに、新たな課題として、足元の新型コロナ対策の

先にある問題への対応が極めて重要と考えております。 

 人口減少問題も含めて、「分散型社会の実現」に向け、

本県としても早急に取り組む必要があります。また、人

類の責務とも言うべき「脱炭素社会への転換」の中で、

本県もしっかりとその責務を果たし、前向きな成長にも

つなげていかなければなりません。そして豊かで利便性

の高い社会をつくるため「デジタル改革の実行」にスピ

ード感を持って取り組んでいく必要があります。 
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 これらの課題と向き合う中で、新潟の活力、元気をど

のように創っていくか繰り返し考え、私自身の役割につ

いても熟慮してまいりました。 

 お諮りしている令和４年度当初予算案は、新潟県の中

長期的な成長と発展の第一歩となる事業を盛り込んだも

のであります。この蒔いた種、植えた苗をしっかり育て

ることは、私自身の責務ではないか、そして私自身にそ

の役割を担わせていただきたいとの考えに至り、５月に

予定されております知事選挙において、２期目を目指す

ことといたしました。 

 就任以来、できるだけ各地域に出向き、対話を通じて

課題を拾い出してまいりました。一つ一つの課題につい

て、できるだけ先送りしたり、蓋をしたりせず、真正面

から取り組み、少しでも成果を出せるよう取り組んでま

いりました。今後も、こうした姿勢で一つ一つ成果を上

げ、「住んでよし、訪れてよし」の活力溢れる新潟県の実

現に向け、さらに邁進してまいりたいと存じます。 

 

 

（３月３日） 

 

 ただいま上程されました議案 26 件について、ご説明

申し上げます。 

 

 第50 号議案は、令和３年度一般会計補正予算案であり

まして、総額 1,028 億 8,933 万９千円の減額補正につい

てお諮りいたしました。 

 このたびの補正予算は、新型コロナウイルス感染症対

策に必要な経費や、今冬の豪雪に対応するための除雪費

等の所要額を計上するとともに、事務事業の執行見込み

に基づく過不足調整等を行うものであります。 

 

 この結果、補正後の予算規模は、１兆 4,671 億 2,845

万１千円となります。 

 

 また、第 51 号から第 68 号までの各議案は、特別会計

並びに企業会計に係る補正予算でありまして、それぞれ

事業計画の最終見込み等に合わせまして、補正を行うも

のであります。 

 次に、その他の主な条例案件等について、ご説明申し

上げます。 

 まず、第 70 号議案は、情報通信技術を活用した行政の

推進等に関する法律の施行に伴い、行政手続きのオンラ

イン原則等に係る必要な事項を定めるため、第71 号議案

は、地方税法の改正に伴い、大法人に対する法人事業税

所得割の軽減税率やガス供給業に係る法人事業税の課税

方式の見直し等に必要な事項を定めるため、それぞれ、

条例の所要の改正を行うものであります。 

 

 次に、第 74 号議案は、損害賠償額の決定等について、 

 最後に、第 75 号議案は、指定管理者の指定について、

お諮りするものです。 

 

 以上、各議案の概要につきましてご説明申し上げまし

たが、何とぞ慎重にご審議のうえ、各議案それぞれにつ

いて、ご賛同賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

 

（３月 16 日） 

 

 ただいま上程されました議案３件について、ご説明申

し上げます。 

 

 第 76 号から第 78 号までの各議案は、令和３年度一般

会計及び港湾整備事業など特別会計に係る補正予算であ

りまして、それぞれ予算の繰越についてお諮りいたしま

した。 

 公共事業等の執行に当たり、設計や計画の変更、用地

補償における調整などにより、一部年度内に完了できな

い見通しとなりました。 

 このため、一般会計においては 720 億 4,025 万５千円

を、また、特別会計においても、それぞれ所要額を翌年

度に繰り越すものであります。 

 この結果、本定例会の冒頭で議決をいただいた公共事

業予算等に係る繰越と併せ、一般会計の繰越明許費の合

計は、1,585 億 548 万６千円となった次第であります。 

 何とぞ慎重にご審議のうえ、各議案それぞれについて

ご賛同を賜りますようお願い申し上げます。 
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（３月 25 日） 

 

 ただいま上程されました第79 号議案は、人事に関する

案件でありまして、教育長の任命についてお諮りしたも

のであります。 

 

 よろしくご審議のうえ同意を賜りますようお願い申し

上げます。 
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代 表 質 問 一 覧 

 

質問日 党会派・氏名 質  問  項  目 

２月 25 日 自由民主党 

小 野 峯 生 

 

１ 知事の政治姿勢について 

２ 教育問題について 

未来にいがた 

上 杉 知 之 

 

１ 新型コロナウイルス感染症対策について 

２ 「佐渡島の金山」世界遺産登録について 

３ 原発問題について 

４ 総合計画の中間評価と人口減少問題について 

５ 新年度予算案について 

６ 県政の諸課題について 

７ 教育問題について 

リベラル新潟 

重 川 隆 広 

 

１ 新型コロナウイルス感染症対策について 

２ 柏崎刈羽原子力発電所問題について 

３ 財政悪化・健全化について 

４ 持続可能な社会実現に向けた政策に係る検討委員会について 
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一 般 質 問 一 覧 

 

質問日 党会派・氏名 質  問  項  目 

２月 28 日 自由民主党 

皆 川 雄 二 

 

１ 県政の諸課題について 

２ 教育問題について 

未来にいがた 

長 部   登 

 

１ 新型コロナウイルス感染症対策について 

２ 原発再稼働問題について 

３ 教育問題について 

４ 農業問題について 

リベラル新潟 

片 野   猛 

 

１ 新潟米の消費拡大について 

２ 「佐渡島（さど）の金山」について 

自由民主党 

笠 原 義 宗 

 

１ 県政の諸課題について 

２ 農林水産業について 
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質問日 党会派・氏名 質  問  項  目 

２月 28 日 未来にいがた 

小 島   晋 

 

１ 新型コロナウイルス感染症対策について 

２ 小学校の少人数学級化と教職員の勤務環境の改善について 

３ 高齢運転者の交通安全対策と生活支援について 

４ 可搬式オービスの検証結果の受け止めと運用について 

リベラル新潟 

杉 井   旬 

 

１ 人口減少対策について 

２ 医療再編プロジェクトについて 

３ 農業振興について 

４ 部活動改革について 

５ 県政の諸課題について 

３月２日 自由民主党 

中 村 康 司 

 

１ 県内産業の現状について 

２ 本県の財政状況について 

３ 農林水産業の課題について 

４ 医療・介護問題について 

５ 地域公共交通の課題について 

６ 県政の諸課題について 

リベラル新潟 

小 泉   勝 

 

１ 県政の諸課題について 

２ 新型コロナウイルス感染症対策について 

３ 環境・エネルギー政策について 

４ 部活動の見直しについて 
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質問日 党会派・氏名 質  問  項  目 

３月２日 自由民主党 

斎 京 四 郎 

 

１ デジタル田園都市国家構想について 

２ 教育問題について 

３ 上越地域の課題について 

自由民主党 

中 川 隆 一 

 

１ 「佐渡島の金山」の世界遺産登録について 

２ 佐渡汽船の第三者出資について 

３ トキエアの就航について 

４ 県政の諸課題について 

自由民主党 

小 山 大 志 

 

１ 観光振興について 

２ 交通政策について 

３ 除雪対策について 

４ マイナンバーカードについて 

５ 福祉・介護について 

６ 県政の諸課題について 

自由民主党 

河原井 拓 也 

 

１ 地域医療について 

２ 雪対策について 

３ 県政の諸課題について 
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質問日 党会派・氏名 質  問  項  目 

３月３日 公明党 

安 沢 峰 子 

 

１ 知事の政治姿勢について 

２ 新型コロナウイルス感染症対策・県民の健康・医療について 

３ 持続可能な農業の取組について 

４ 県政の諸課題について 

日本共産党 

遠 藤 玲 子 

 

１ 知事の政治姿勢について 

２ 新年度県予算について 

３ 地域医療構想について 

無所属 

青 木 太一郎 

 

１ 「佐渡島の金山」と観光振興について 

２ 交通について 

３ 脱炭素の取組について 

４ 農林水産業について 

５ 健康づくりとスポーツ振興について 

無所属 

小 島 義 徳 

 

１ 新型コロナウイルス対策について 

２ 県民の安全安心確保について 

３ 地域医療について 

４ 観光施策について 

５ 農業問題について 

６ 財政問題について 

７ 環境問題について 

８ デジタル田園都市国家構想について 
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質問日 党会派・氏名 質  問  項  目 

３月３日 無所属 

飯 野   晋 

 

１ 知事の政治姿勢について 

２ 東京一極集中について 

３ 産業政策について 

４ 農林水産業について 

５ 安全・安心について 
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常任・特別委員長報告（要旨） 

 

 

総務文教委員会 

委員長  笠 原 義 宗 

 

（２月 25 日） 

 

 総務文教委員会における付託議案のうち、第45 号議案

の審査結果について、御報告申し上げます。 

 まず、議案採決に先立ち、各党の党議結果の報告を求

めたところ、各党とも原案賛成というものであります。 

 次いで採決を行い、原案のとおり可決すべきものと決

しました。 

 以上をもって、報告といたします。 

 

（３月 25 日） 

 

 総務文教委員会における付託案件等の審査経過並びに

結果について、御報告申し上げます。 

 まず、総務管理部関係として 

 県内大学生の県内定着の促進に当たっては、本県産業

を知る機会のさらなる創出が重要なので、大学が行う企

業訪問への支援や学生による県内の魅力発信など産学官

協働の取組を強化すべきとの意見。 

 次に、教育委員会関係として 

 地域産業の人材育成を担う専門高校については、さら

なる魅力の向上が求められるので、最先端の教育環境の

整備はもとより地元と協働した県内先進校の取組事例の

横展開を図るべきとの意見。 

 以上が、審査の過程で述べられた主な意見の概要であ

ります。 

 次に、議案採決に先立ち、各党の党議結果並びに無所

属委員の検討結果の報告を求めたところ、各党・無所属

委員とも全議案いずれも原案賛成というものでありま

す。 

 次いで採決を行い、全議案とも原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 次に、請願・陳情の審査結果について申し上げます。 

 継続中の陳情令和元年第９号については、継続審査。 

 請願第２号については、中学校全学年の35 人以下学級

の完全実施は諸事情から難しく、他の項目は対応済みで

あるため、陳情第１号及び第２号については、いずれも

詳細が不明であり、設立の県民生活への影響が見極めら

れないため、陳情第８号については、文部科学省の「衛

生管理マニュアル」に基づき、マスク着用を基本としつ

つ、気候状況等により自身の判断で適切に対応できるよ

う指導しているため、それぞれ不採択。 

 残りの請願第１号については、願意妥当と認め、採択

すべきものと決した次第であります。 

 なお、採択された請願は、知事に送付すべきものと決

しました。 

 また、本委員会として、「『佐渡島の金山』の世界文

化遺産登録の実現を求める意見書」、「離島振興法の改

正・延長を求める意見書」及び「全ての拉致被害者の即

時一括帰国を求める意見書」を発議することと決しまし

た。 

 以上をもって、報告といたします。 

 

 

厚生環境委員会 

委員長  松 原 良 道 

 

（２月 25 日） 

 

 厚生環境委員会における付託議案のうち、第45 号議案

及び第47 号議案の審査結果について、御報告申し上げま

す。 

 まず、議案採決に先立ち、各党の党議結果並びに無所

属委員の検討結果の報告を求めたところ、各党・無所属

委員とも両議案、いずれも原案賛成というものでありま
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す。 

 次いで採決を行い、両議案とも原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 以上をもって、報告といたします。 

 

 

（３月 25 日） 

 

 厚生環境委員会における付託案件の審査経過並びに結

果について、御報告申し上げます。 

 まず、防災局関係として 

 新潟県地震被害想定調査の結果については、地震被害

の防止・軽減に向けた活用が求められるので、県民の防

災意識向上や事前対策への取組に資するよう正確で分か

りやすい情報提供に努めるべきとの意見。 

 次に、福祉保健部関係として 

 ヤングケアラーについては、早期発見と実態把握が重

要なので、市町村担当者や介護事業者等との情報共有な

ど適切な支援につなげる体制の構築を図るべきとの意見。 

 以上が、審査の過程で述べられた主な意見の概要であ

ります。 

 次に、議案採決に先立ち、各党の党議結果並びに無所

属委員の検討結果の報告を求めたところ、自由民主党、

未来にいがた、リベラル新潟並びに無所属飯野晋委員か

らは、全議案いずれも原案賛成。 

 日本共産党からは、第１号議案については、病床削減

を伴う地域医療構想を積極的に推進するなど、県民要求

に逆行する予算となっているため、第５号議案について

は、コロナ禍による受診抑制を主な理由とする繰越金は、

高すぎる国民健康保険料の引き下げにこそ活用すべきと

の立場のため、第 19 号議案については、県立加茂病院、

県立吉田病院の民営化とへき地４病院の市町村移譲は進

めるべきではないとの立場のため、第35 号議案について

は、統計業務の広域化と集約によって、保健所職員の一

層の負担増につながる懸念があるため、それぞれ反対。 

 その他の議案については、いずれも原案賛成というも

のであります。 

 次いで採決を行い、全議案とも原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 次に、陳情の審査結果について申し上げます。 

 継続中の陳情令和２年第15 号、令和３年第３号及び第

16 号については、継続審査。 

 陳情第３号については、副反応等の詳細は厚生労働省

が公表しているが、県内の詳細情報提供は、個人が特定

されるおそれがあるため、陳情第５号については、新型

コロナ対策に有効な空気清浄機の方式について国の見解

が出されておらず、その効果が不明なため地方自治体独

自の推奨は困難なため、陳情第６号については、「５類」

への変更は、医学的知見に基づき国において検討される

べきであるため、陳情第７号については、国の「基本的

対処方針」に基づき対応しており、保育所等で子供に対

し一律のマスク着用を求めてはいないため、陳情第９号

については、ＰＣＲ検査の有効性については、国におい

て調査・研究されるべきものであり、ＰＣＲ検査の廃止

は、無症状者からの感染拡大やクラスター発生のおそれ

があるため、陳情第 10 号については、「疑似症者」につ

いては、国の定義で感染者にカウントすることとなって

いる。また、県内の死亡者の詳細情報については、個人

の特定につながるおそれや家族の同意が難しく公表でき

ないため、陳情第 11 号については、新型コロナウイルス

の研究や科学的根拠の明示は、国においてなされるべき

であるため、陳情第 12 号については、県では、令和３年

２月の新型インフルエンザ等対策特別措置法の改正を踏

まえ、同年６月に「新潟県人権教育・啓発推進基本方針」

を改訂し、差別の防止に努めることとしており、別に条

例を制定する必要性は薄いため、陳情第13 号については、

県内の死亡事例の詳細情報については、個人の特定につ

ながるおそれや家族の同意が難しく公表できないため、

陳情第 14 号については、ＰＣＲ陽性者は、医師の届け出

によりほぼ感染者となるが、感染者ではないとの広報は、

隔離拒否につながるおそれがあるため、陳情第15 号につ

いては、日々の感染者動向については、年代別、重症度

別、ワクチン接種状況との関連を含め、すでに公表して

いるため、陳情第 16 号については、県内のワクチンの接

種後の副反応の状況や予防接種健康被害救済制度の認定

状況の公表により個人が特定されるおそれがあるため、

陳情第 17 号については、矢代田地区については、すでに

ライフル射撃場候補地ではないため、それぞれ不採択と

すべきものと決した次第であります。 

 以上をもって、報告といたします。 
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産業経済委員会 

委員長  冨 樫 一 成 

 

（２月 25 日） 

 

 産業経済委員会における付託議案のうち、第 45 号議

案、第 46 号議案及び第 49 号議案の審査結果について、

御報告申し上げます。 

 まず、議案採決に先立ち、各党の党議結果並びに無所

属委員の検討結果の報告を求めたところ、各党・無所属

委員とも３議案、いずれも原案賛成というものでありま

す。 

 次いで採決を行い、３議案とも原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 以上をもって、報告といたします。 

 

（３月 25 日） 

 

 産業経済委員会における付託議案等の審査経過並びに

結果について、御報告申し上げます。 

 まず、産業労働部関係として 

 県内事業者の海外における活動については、ロシアを

はじめとする近隣諸国の政情不安等により人流や物流へ

の影響が懸念されるので、国際情勢を踏まえたターゲッ

ト国の見直しなど安定的な市場につながる施策の展開に

努めるべきとの意見。 

 次に、農林水産部関係として 

 本県農業については、米需要のさらなる落ち込みによ

り農家所得の減少が懸念されるので、需給調整などの短

期的な施策はもとより将来に展望が持てる中長期的なビ

ジョンのもと引き続き農業者の経営維持・拡大に取り組

むべきとの意見。 

 次に、農地部関係として 

 ほ場整備については、生産性向上や園芸拡大に寄与し

厳しい財政状況下においても着実な進捗が求められるの

で、国の農地中間管理機構関連農地整備事業などの有利

な財源を一層活用すべきとの意見。 

 以上が、審査の過程で述べられた主な意見の概要であ

ります。 

 次に、議案採決に先立ち、各党の党議結果並びに無所

属委員の検討結果の報告を求めたところ、各党・無所属

委員とも全議案いずれも原案賛成というものであります。 

 次いで採決を行い、全議案とも原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 また、本委員会として、「森林環境譲与税の譲与基準の

見直しを求める意見書」を発議することと決しました。 

 以上をもって、報告といたします。 

 

 

建設公安委員会 

委員長  高 橋 直 揮 

 

（２月 25 日） 

 

 建設公安委員会における付託議案のうち、第 45 号議

案及び第48 号議案の審査結果について、御報告申し上げ

ます。 

 まず、議案採決に先立ち、各党の党議結果並びに無所

属委員の検討結果の報告を求めたところ、各党・無所属

委員とも両議案、いずれも原案賛成というものでありま

す。 

 次いで採決を行い、両議案とも原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 以上をもって、報告といたします。 

 

（３月 25 日） 

 

 建設公安委員会における付託案件等の審査経過並びに

結果について、御報告申し上げます。 

 まず、土木部関係として 

 公共土木施設の老朽化対策については、厳しい財政状

況下においても着実な推進が求められるので、国の有利

な財源措置終了後の中長期的な予算の確保に向け全国知

事会等とも連携するなど支援措置が継続されるよう戦略

的に国に強く働きかけるべきとの意見。 

 

 次に、交通政策局関係として 

 佐渡航路の連携協定の締結に当たっては、島民の生活
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や経済を支える生命線である航路を今後も適切に維持し

ていく必要があるので、関係者間で内容を十分に吟味す

べきとの意見。 

 以上が、審査の過程で述べられた主な意見の概要であ

ります。 

 次に、議案採決に先立ち、各党の党議結果並びに無所

属委員の検討結果の報告を求めたところ、各党・無所属

委員とも全議案いずれも原案賛成というものであります。 

 次いで採決を行い、全議案とも原案のとおり可決すべ

きものと決しました。 

 次に、陳情の審査結果について申し上げます。 

 陳情第４号については、信号灯火が雪に遮られている

場合でも、事故を起こした場合は運転者の責任となる。

また、万代交番の統合は、新潟駅前・万代地区における

警察力の集中強化を図り、同地区の安全安心の高度化を

図るために必要な再編整備計画であるため、不採択とす

べきものと決した次第であります。 

 また、本委員会として、「地域公共交通維持・充実のた

めの財政支援の拡充を求める意見書」を発議することと

決しました。 

 以上をもって、報告といたします。 

 

 

人口減少問題対策特別委員会 

委員長  岩 村 良 一 

 

（２月 21 日） 

 

 人口減少問題対策特別委員会における 12月定例会以

降の調査経過について、御報告申し上げます。 

 本特別委員会は２月２日に会議を開催し、魅力ある良

質な働く場の確保に向けた取組について調査を行いまし

た。 

 最初に、産業労働部長から雇用の場の創出の取組につ

いて及びライフスタイルに応じた多様な働き方の推進の

取組について、県民生活・環境部長からライフスタイル

に応じた多様な働き方の推進の取組について、農林水産

部長から農業における就業・定着につながる取組につい

てそれぞれ説明を聴取し、次いで質疑を行いました。 

まず、質疑が行われた主な項目について申し上げます。 

１ 就農支援体制の周知について 

２ 起業・創業の促進に向けた支援団体との連携につい

て 

３ 職場環境の向上に資する各種支援制度の地元企業へ

の周知について 

４ テレワークの導入促進に向けた企業への啓発につい

て 

５ コロナ禍による社会の変化を踏まえた人口減少問題

対策の実施について 

６ 男性の育児休業取得促進に向けた取組の推進につい

て 

７ ハッピー・パートナー企業登録制度に関連して 

○ より実効性のある制度運用について 

○ 制度及び登録企業のさらなるＰＲについて 

 次に、調査の過程で述べられた主な意見について申し

上げます。 

 女性の県内定着については、本県での職業生活に魅力

を感じることが重要なので、女性リーダーの養成をはじ

めとするキャリア形成支援や企業の意識改革の促進に向

けた働きかけなど女性活躍の推進に一層取り組むべきと

の意見。 

 以上をもって、報告といたします。 

 

 

新総合交通・防災対策特別委員会 

委員長  沢 野  修 

 

（２月 21 日） 

 

 新総合交通・防災対策特別委員会における 12 月定例

会以降の調査経過について、御報告申し上げます。 

 本特別委員会は、２月７日に会議を開催し、アフター

コロナを見据えた地域公共交通の維持・活性化に向けた

取組について調査を行いました。 

 最初に、交通政策局長から地域公共交通の維持・活性

化に向けた取組について及び佐渡汽船（株）と（株）み

ちのりホールディングスが締結した出資契約に関する知

事・佐渡市長・上越市長コメントについて、知事政策局
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長から地域公共交通の維持・活性化に向けた取組につい

てそれぞれ説明を聴取し、次いで質疑を行いました。 

 まず、質疑が行われた主な項目について申し上げます。 

１ 官民の役割分担の明確化について 

２ 地域公共交通計画の策定について 

３ 湯沢版ＭａａＳの実施結果と今後の展開について 

４ 国の地域交通フォローアップ・イノベーション検討

会の提言を踏まえた本県の取組について 

５ 鉄道に関連して 

○ 第三セクター鉄道の経営状況について 

○ 大雪時における運行維持に向けた取組について 

○ えちごトキめき鉄道の利用促進策について 

 次に、調査の過程で述べられた主な意見について申し

上げます。 

１ 佐渡航路については、第三者出資により佐渡汽船株

式会社の経営安定化が期待されるものの利便性の低下

を招くおそれがあるので、維持確保及び活性化に向け

た取組に県として引き続き関与すべきとの意見。 

２ 大糸線をはじめとする赤字ローカル線については、

地域のために運行の継続が求められるので、利用促進

策の検討やＪＲへの働きかけなど沿線自治体と一体と

なって取り組むべきとの意見。 

 以上をもって、報告といたします。 

 

 

県民所得アップ対策特別委員会 

委員長  柄 沢 正 三 

 

（２月 21 日） 

 

 県民所得アップ対策特別委員会における12月定例会

以降の調査経過について、御報告申し上げます。 

 本特別委員会は、２月８日に会議を開催し、本県にお

ける成長と分配の実現と防災関連産業の振興について調

査を行いました。 

 最初に、産業労働部長から本県における成長と分配の

ための賃金引き上げの実現について及び本県発の防災関

連産業の振興について、土木部長から冬期の物流確保に

向けた道路除排雪体制の整備について及び本県発の防災

関連産業の振興についてそれぞれ説明を聴取し、次いで

質疑を行いました。 

 まず、質疑が行われた主な項目について申し上げます。 

１ 企業の設備投資を促進する取組について 

２ 「パートナーシップ構築宣言」登録企業の拡大につ

いて 

３ 県内企業の付加価値向上に資する取組について 

４ コロナ禍における社会の変化を踏まえた成長産業へ

の参入支援について 

５ 賃金が伸び悩んでいる原因の分析について 

６ 冬期の物流確保に関連して 

○ 他産業からの道路除雪の担い手確保について 

○ 企業誘致の支障とならない道路除雪体制の整備

について 

○ 除雪業者の安定経営に資する契約方法の検討に

ついて 

 次に、調査の過程で述べられた主な意見について申し

上げます。 

 防災関連産業の振興に当たっては、災害を通じて集約

された知見を活用することが重要なので、事業者の技術

開発や体験型プログラムの構築など幅広い分野への展開

が期待できる環境づくりに努めるべきとの意見。 

 以上をもって、報告といたします。 
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令和４年２月定例会 議決諸件表 

     （知事提出） 

 

議案番号 件            名 議決の状況 

    

令和４年 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

 

25 

26 

27 

28 

29 

 

 

令和４年度新潟県一般会計予算 

令和４年度新潟県県債管理特別会計予算 

令和４年度新潟県地域づくり資金貸付事業特別会計予算 

令和４年度新潟県災害救助事業特別会計予算 

令和４年度新潟県国民健康保険事業特別会計予算 

令和４年度新潟県母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

令和４年度新潟県心身障害児・者総合施設事業特別会計予算 

令和４年度新潟県中小企業支援資金貸付事業特別会計予算 

令和４年度新潟県林業振興資金貸付事業特別会計予算 

令和４年度新潟県沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計予算 

令和４年度新潟県有林事業特別会計予算 

令和４年度新潟県用地先行取得事業特別会計予算 

令和４年度新潟県都市開発資金事業特別会計予算 

令和４年度新潟県港湾整備事業特別会計予算 

令和４年度新潟県電気事業会計予算 

令和４年度新潟県工業用水道事業会計予算 

令和４年度新潟県工業用地造成事業会計予算 

令和４年度新潟県新潟東港臨海用地造成事業会計予算 

令和４年度新潟県病院事業会計予算 

令和４年度新潟県基幹病院事業会計予算 

令和４年度新潟県流域下水道事業会計予算 

県の行う建設事業等に対する市町村の負担について 

国営土地改良事業に対する市の負担について 

手数料の納入義務者の利便性の向上を図るための関係条例の整備に関する

条例の制定について 

新潟県手数料条例の一部改正について 

職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

新潟県個人情報保護条例の一部改正について 

新潟県行政書士試験手数料条例の一部改正について 

法人の県民税の特例に関する条例等の一部改正について 

 

 

４.３.25可決 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

 

同 

同 

同 

同 

同 
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30 

31 

32 

33 

34 

 

35 

36 

37 

38 

39 

40 

41 

42 

 

43 

44 

45 

46 

47 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

新潟県退職年金及び退職一時金に関する条例等の一部改正について 

新潟県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例の制定について 

新潟県男女平等社会の形成の推進に関する条例の一部改正について 

新潟県高圧ガス保安法関係手数料条例の一部改正について 

新潟県液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律関係手数

料条例の一部改正について 

新潟県保健所条例の一部改正について 

新潟県畜舎等の建築等及び利用の特例に関する条例の制定について 

新潟県工業技術総合研究所手数料徴収条例の一部改正について 

新潟県国営土地改良事業負担金等徴収条例の一部改正について 

新潟県盛土等の規制に関する条例の制定について 

新潟県附属機関設置条例等の一部改正について 

新潟県宅地建物取引業法関係手数料条例の一部改正について 

新潟県公安委員会等の権限に属する事務に係る手数料条例の一部改正に

ついて 

和解について 

包括外部監査契約の締結について 

令和３年度新潟県一般会計補正予算 

令和３年度新潟県有林事業特別会計補正予算 

令和３年度新潟県基幹病院事業会計補正予算 

令和３年度新潟県流域下水道事業会計補正予算 

県の行う建設事業に対する市町村の負担ついて 

令和３年度新潟県一般会計補正予算 

令和３年度新潟県県債管理特別会計補正予算 

令和３年度新潟県地域づくり資金貸付事業特別会計補正予算 

令和３年度新潟県災害救助事業特別会計補正予算 

令和３年度新潟県国民健康保険事業特別会計補正予算 

令和３年度新潟県母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計補正予算 

令和３年度新潟県中小企業支援資金貸付事業特別会計補正予算 

令和３年度新潟県林業振興資金貸付事業特別会計補正予算 

令和３年度新潟県沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計補正予算 

令和３年度新潟県有林事業特別会計補正予算 

令和３年度新潟県都市開発資金事業特別会計補正予算 

令和３年度新潟県港湾整備事業特別会計補正予算 

令和３年度新潟県電気事業会計補正予算 

令和３年度新潟県工業用水道事業会計補正予算 

同 

同 

同 

同 

同 

 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

 

同 

同 

４.２.25可決 

同 

同 

同 

同 

４.３.25可決 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 
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64 

65 

66 

67 

68 

69 

70 

 

71 

72 

73 

74 

75 

76 

77 

78 

79 
 

令和３年度新潟県工業用地造成事業会計補正予算 

令和３年度新潟県新潟東港臨海用地造成事業会計補正予算 

令和３年度新潟県病院事業会計補正予算 

令和３年度新潟県基幹病院事業会計補正予算 

令和３年度新潟県流域下水道事業会計補正予算 

県の行う建設事業に対する市町村の負担について 

新潟県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例の一部改正

について 

新潟県県税条例の一部改正について 

財産の取得について（新潟県ＬＡＮシステム用モバイルコンピュータ） 

財産の取得について（タブレット端末等） 

損害賠償額の決定及び和解について 

指定管理者の指定について（新潟ユニゾンプラザ） 

令和３年度新潟県一般会計補正予算 

令和３年度新潟県有林事業特別会計補正予算 

令和３年度新潟県港湾整備事業特別会計補正予算 

教育長の任命について 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

同 

４.３.25同意 

   

 

     （議員発議） 

 

発議案番号 件            名 議決の状況 

 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

 

 

新潟県農林水産物のブランド化推進に関する条例 

ロシアのウクライナ侵攻に抗議する決議 

新潟県議会委員会条例の一部を改正する条例 

「佐渡島の金山」の世界文化遺産登録の実現を求める意見書 

離島振興法の改正・延長を求める意見書 

全ての拉致被害者の即時一括帰国を求める意見書 

森林環境譲与税の譲与基準の見直しを求める意見書 

地域公共交通維持・充実のための財政支援の拡充を求める意見書 

会計年度任用職員制度の改善を求める意見書 

成年年齢引下げによる消費者被害対策を求める意見書 
 

 

４.３.25可決 

４.３.７可決 

４.３.25可決 

同 

同 

同 

同 

同 

４.３.25否決 

同 
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可決された意見書等 

 

 

新潟県農林水産物のブランド化推進に関する条例 

 

食は、私たちにとって欠かすことができない生命の源である。本県は、これまで多くの先人たちの英知とたゆま

ぬ努力により、米を中心とした食料供給基地として発展してきた。同時に、県内には良質でおいしい食材が多数存

在し、四季折々に多彩な旬の味覚を楽しむことができる県民は、その恩恵を享受してきた。 

豊かな自然に加え、生産者の創造性と努力によって生み出されてきた本県の農林水産物は、本県の貴重な資源で

あり、高品質かつ安全・安心の視点から価値や競争力の向上、消費者視点から選ばれ続ける商品づくりを進めると

ともに、社会の変化を踏まえて、県内はもとより、県外、そして海外に向けて販路を拡大していくことは、付加価

値の高い持続可能な農林水産業を実現していく上で重要な取組である。 

ここに、私たちは、魅力ある農林水産物の提供を通じて、消費者の信頼と共感を獲得することで、本県の農林水

産業を継続的に発展させ、地域経済を活性化し、併せて本県全体の魅力の向上を図るため、県、市町村、生産者、

関係団体及び事業者が一丸となって、県民の理解と協力の下、新潟県産の農林水産物のブランド化を推進すること

を決意し、この条例を制定する。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、新潟県産の農林水産物（以下「県産農林水産物」という｡)のブランド化に関し、基本理念を

定め、県の責務並びに生産者、関係団体及び事業者の役割等を明らかにするとともに、県産農林水産物のブラン

ド化の推進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、本県における農林水産業の持続的な発展を図り、

地域経済の活性化はもとより、県民が誇りと愛着を持つことのできる地域社会の実現に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この条例において「ブランド化」とは、農林水産物の持つ有意な差異を生かし、当該農林水産物の価値を

高め、消費者の信頼を確保し、及び共感を得ることを目指すことをいう。 

２ この条例において「ブランド品目」とは、ブランド化の推進の対象となる農林水産物をいう。 

３ この条例において「生産者」とは、ブランド品目を生産する農林漁業者及びその組織する団体をいう。 

４ この条例において「関係団体」とは、農業協同組合、漁業協同組合その他のブランド品目に関連する農林漁業

団体をいう。 

５ この条例において「事業者」とは、ブランド品目に係る製造、加工、流通、販売その他の事業活動を行う者を

いう。 

 

（基本理念） 

第３条 県産農林水産物のブランド化の推進は、県、市町村、生産者、関係団体及び事業者の連携並びに県民の理

解と協力の下に、次に掲げる事項を基本として、行われなければならない。 

(1) 市場の動向を踏まえた高品質かつ安全で安心なブランド品目の生産、流通、販売等により消費者の信頼を確

保すること。 

(2) 本県固有の気候風土、伝統文化、技術その他の特性及び優位性を積極的に活用すること。 
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(3) 農林水産業の成長産業化及び地域経済の発展に寄与すること。 

(4) 本県の魅力の向上に寄与すること。 

 

（県の責務） 

第４条 県は、第３条に定める基本理念（以下「基本理念」という｡)にのっとり、県産農林水産物のブランド化の

推進に関する基本的な方針（以下「ブランド化推進基本方針」という｡)を定めるものとする。 

２ 県は、ブランド化推進基本方針に基づき、県産農林水産物のブランド化の推進に関する施策を総合的かつ計画

的に講ずるものとする。 

 

（市町村との連携） 

第５条 県は、市町村が地域の実情に応じて実施する県産農林水産物のブランド化の推進に関する施策への必要な

支援及び市町村が実施する広域的な県産農林水産物のブランド化の推進に関する施策の総合調整に努めるものと

する。 

 

（生産者の役割） 

第６条 生産者は、基本理念にのっとり、積極的かつ継続的にブランド品目を生産するとともに、その品質の向上、

生産の拡大等に取り組むよう努めるものとする。 

２ 生産者は、県及び市町村が実施する県産農林水産物のブランド化の推進に関する施策に協力するよう努めるも

のとする。 

 

（関係団体の役割） 

第７条 関係団体は、基本理念にのっとり、ブランド品目の生産の振興及び県産農林水産物のブランド化の推進に

積極的かつ継続的に取り組むよう努めるものとする。 

２ 関係団体は、県及び市町村が実施する県産農林水産物のブランド化の推進に関する施策に協力するよう努める

ものとする。 

 

（事業者の役割） 

第８条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たり、ブランド品目の積極的な利用、消費の拡

大及び付加価値の創出に努めるものとする。 

２ 事業者は、県及び市町村が実施する県産農林水産物のブランド化の推進に関する施策に協力するよう努めるも

のとする。 

 

（県民の協力） 

第９条 県民は、県産農林水産物のブランド化の推進について理解を深め、ブランド品目の消費の拡大、魅力に関

する情報の発信等に協力するよう努めるものとする。 

 

（財政上の措置） 

第 10 条 県は、県産農林水産物のブランド化を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

 

（ブランド化推進基本方針） 
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第 11 条 ブランド化推進基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) ブランド品目の生産の振興に関すること。 

(2) ブランド品目の優良な種苗等（種子、苗、種畜その他の動植物の繁殖の用に供されるものをいう｡)の確保に

関すること。 

(3) ブランド化に資する県産農林水産物の育成及び技術開発に関すること。 

(4) ブランド品目に係る知的財産の保護に関すること。 

(5) ブランド品目に係る商品の開発及び販路の開拓に関すること。 

(6) ブランド品目に係る情報の発信に関すること。 

(7) ブランド化の推進及びブランド品目に対する県民の理解の促進並びに気運の醸成に関すること。 

２ 県は、ブランド化推進基本方針を定めるに当たって、有識者の意見を聴くものとする。 

 

（県推進ブランド品目） 

第 12 条 県は、第４条第２項の施策を講ずるに当たって、ブランド品目のうち、県産農林水産物全体の付加価値を

高める牽引役として、県がブランド化を推進する品目（以下「県推進ブランド品目」という｡)を定めるものとす

る。 

２ 県は、県推進ブランド品目を定めるに当たって、有識者の意見を聴くものとする。 

３ 県は、県産農林水産物の需要を喚起するため、市町村、生産者、関係団体及び事業者と連携し、県推進ブラン

ド品目に係る商品の開発、国内外への多様な販路の開拓及び魅力に関する情報の発信その他必要な施策を戦略的

に推進するものとする。 

 

（ブランド品目の生産に係る技術） 

第 13 条 県、市町村、生産者及び関係団体は、県産農林水産物のブランド化を推進するため、相互に協力して、ブ

ランド品目の生産に係る技術の向上及び継承に努めるものとする。 

 

（連携協力体制の整備） 

第 14 条 県は、県産農林水産物のブランド化に関する施策を総合的かつ効果的に推進するため、県、市町村、生産

者、関係団体、事業者、有識者等が意見を交換し、並びに相互に連携し、及び協力することができる体制を整備

するものとする。 

２ 県は、生産者、関係団体及び事業者に対し、県産農林水産物のブランド化の推進について必要な助言、指導そ

の他の支援を行うものとする。 

 

（公表） 

第 15 条 知事は、毎年度、県産農林水産物のブランド化の推進に関し講じた施策の状況を取りまとめ、公表するも

のとする。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（検討） 

２ 県は、この条例の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措

置を講ずるものとする。 
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ロシアのウクライナ侵攻に抗議する決議 

 

ロシア大統領プーチンは、２月 21 日、ウクライナの一部である、自称「ドネツク人民共和国」及び「ルハンスク

人民共和国」の「独立」を承認する大統領令に署名し、同 22 日、ロシアは、両「共和国」との間での「友好協力相

互支援協定」を批准するや、同 24 日には、ウクライナへの侵略を開始し、軍事施設は言うに及ばず、民間人を含め

多数の犠牲者を出し続けている。このロシアの常軌を逸した侵略は、明らかにウクライナの主権及び領土の一体性

を侵害し、武力の行使を禁ずる国際法並びに国連憲章の重大な違反である。 

武力による一方的な侵略行為は、断じて認めることはできない。この事態は、欧州にとどまらず、日本が位置す

るアジアを含む国際社会の秩序の根幹を揺るがしかねない極めて深刻な事態である。 

よって、本県議会は、ロシア軍による攻撃とウクライナの主権侵害に強く抗議するとともに、即時に武力行使を

停止し、軍をロシア国内に撤収するなど世界平和の実現に向けた対応を強く求める。 

以上、決議する。 

 

令和４年３月７日 

 

 

新 潟 県 議 会 
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新潟県議会委員会条例の一部を改正する条例 

 

 新潟県議会委員会条例（昭和 31 年新潟県条例第 23 号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という｡)を当該改正部分に対応する同表の改正後

の欄中下線が引かれた部分に改める。 

 

改   正   後 改   正   前 

第１条 県議会に常任委員会を置き、その名称、

委員の定数及びその所管は次のとおりとする。 

(1) 総務文教委員会 13 人 

ア～ウ （略） 

エ 総務部の所管及びこれに関連する各種

の事項 

オ～コ （略） 

(2) 厚生環境委員会 13 人 

ア 環境局の所管及びこれに関連する各種

の事項 

イ～エ （略） 

(3) 産業経済委員会 13 人 

ア （略） 

イ 観光文化スポーツ部の所管及びこれに

関連する各種の事項 

ウ～オ （略） 

(4) （略） 

２ （略） 

第１条 県議会に常任委員会を置き、その名称、

委員の定数及びその所管は次のとおりとする。 

(1) 総務文教委員会 13 人 

ア～ウ （略） 

エ 総務管理部の所管及びこれに関連する

各種の事項 

オ～コ （略） 

(2) 厚生環境委員会 13 人 

ア 県民生活・環境部の所管及びこれに関

連する各種の事項 

イ～エ （略） 

(3) 産業経済委員会 13 人 

ア （略） 

イ 観光局の所管及びこれに関連する各種

の事項 

ウ～オ （略） 

(4) （略） 

２ （略） 

    附 則 

   この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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「佐渡島の金山」の世界文化遺産登録の実現を求める意見書 

 

 「佐渡島の金山」は、16世紀後半から 19 世紀半ばにおいて、国家の管理・運営の下、海外との技術交流が限られ

る中、ヨーロッパとは異なる我が国固有の伝統的手工業を活用した金生産システムとして発展を遂げ、世界に誇る

質・量の金を大規模かつ長期にわたって生産した稀有な産業遺産であり、県民はもとより国民や世界中の人々の宝

として後世に確実に引き継がれるべき重要な遺産である。 

 令和４年２月１日、政府は「佐渡島の金山」をユネスコに世界文化遺産候補として推薦したが、登録の実現に向

けては、今後､｢佐渡島の金山」の文化遺産としての価値について国際的な理解を得ることが重要である。一方で､｢佐

渡島の金山」を巡り、文化遺産の価値とは別の歴史的経緯に関する論評が世界中に発信され、世界文化遺産登録を

期待する人々に不安を抱かせているほか、令和５年度の世界遺産委員会における審議に悪影響が及ぶことを強く懸

念している。 

 よって国会並びに政府におかれては、令和５年度の「佐渡島の金山」の世界遺産登録実現に向け、世界遺産委員

会の委員国や国際的な専門家に対し、文化遺産としての価値を深く理解いただくため積極的に働きかけるとともに、

国際社会において正当な評価や理解が得られるよう、歴史的経緯に関する様々な議論やいわれなき中傷に対して、

事実に基づき丁寧に粘り強く説明し、冷静かつ毅然と対応するなど、総力を挙げて取組を推進するよう強く要望す

る。 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

   令和４年３月 25 日 

 

 

新潟県議会議長  佐 藤   純 

 

  衆 議 院 議 長   細 田 博 之 様 

  参 議 院 議 長   山 東 昭 子 様 

  内 閣 総 理 大 臣   岸 田 文 雄 様 

  外 務 大 臣   林   芳 正 様 

  文 部 科 学 大 臣   末 松 信 介 様 

  内 閣 官 房 長 官   松 野 博 一 様 
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離島振興法の改正・延長を求める意見書 

 

 我が国は、数多くの島嶼により構成されており、本県の佐渡島、粟島を含む 77 地域 254 島が離島振興法による離

島振興対策実施地域に指定されている。 

 離島振興法は、昭和28年に制定され、これまで６次にわたる延長・改正とともに施策の充実が図られてきており、

離島における産業基盤及び生活環境等の整備促進に寄与してきた。 

 しかしながら、離島を取り巻く自然的・社会的諸条件は依然として厳しく、人の往来、生活に必要な物資等の輸

送に要する費用が他の地域に比較して多額であることのほか、医療提供体制や産業基盤、生活環境等が脆弱といっ

た本土との地域格差は、引き続き対応すべき課題である。 

 離島は、我が国の領域、排他的経済水域の保全、海洋資源の利用、多様な文化の継承、自然環境の保全など、我

が国及び国民の利益の保護・増進に重要な役割を担っており、過疎化・高齢化の進展等により、離島をめぐる環境

がより厳しくなる中、離島がこれらの役割を安定的かつ継続的に担っていくためには、離島振興政策を一層強力に

推進していくことが必要である。 

 よって国会並びに政府におかれては、持続可能な離島地域の実現に向け、令和４年度末に法期限を迎える離島振

興法について、法期限の延長に加え、近年における社会情勢の変化等を踏まえた離島航路に対する財政支援の強化

など、総合的な離島振興対策を一層充実させるよう強く要望する。 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

   令和４年３月 25 日 

 

 

新潟県議会議長  佐 藤   純 

 

  衆 議 院 議 長   細 田 博 之 様 

  参 議 院 議 長   山 東 昭 子 様 

  内 閣 総 理 大 臣   岸 田 文 雄 様 

  総 務 大 臣   金 子 恭 之 様 

  財 務 大 臣   鈴 木 俊 一 様 

  農 林 水 産 大 臣   金 子 原二郎 様 

  国 土 交 通 大 臣   斉 藤 鉄 夫 様 
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全ての拉致被害者の即時一括帰国を求める意見書 

 

 昨年12月11日、北朝鮮による拉致被害者家族連絡会の臨時総会が開催され、飯塚繁雄さんが健康上の理由から代

表を退任し、去る 12月18 日、妹の田口八重子さんとの再会を果たすことなく逝去された。 

 また、同連絡会の第３代目代表として就任した横田めぐみさんの弟の横田拓也さんは、都内で開催された拉致問

題に関する国際シンポジウムに出席し､｢代表が変わっても、拉致被害者の即時一括帰国を求めることに変わりはな

い。国際連携の手を緩めず声を発し続ける」と強い決意を述べた。 

 一方、北朝鮮は、中長距離の弾道ミサイルの発射を繰り返すことで緊張を高めており、米国のバイデン政権は、

ウクライナ情勢をめぐるロシアとの対応に追われ、北朝鮮問題に十分に対応する余裕がないとする報道もある。 

 拉致問題の解決に向けた糸口が見出せない中、拉致被害者とその家族の高齢化は重い現実であり、もはや一刻の

猶予も許される状況になく、政府は一日も早く全ての拉致被害者を取り戻さなければならない。 

 よって国会並びに政府におかれては、政権の最重要課題と位置付けた拉致問題について、変動する国際情勢の中

にあっても、状況を的確に把握しながら、米国をはじめとする国際社会との連携強化を図り、圧力に重点を置いた

姿勢を貫くとともに、北朝鮮への直接の働きかけを含むあらゆる方策を講じて、全ての拉致被害者の即時一括帰国

を実現するよう強く要望する。 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

   令和４年３月 25 日 

 

 

新潟県議会議長  佐 藤   純 

 

  衆 議 院 議 長   細 田 博 之 様 

  参 議 院 議 長   山 東 昭 子 様 

  内 閣 総 理 大 臣   岸 田 文 雄 様 

  外 務 大 臣   林   芳 正 様 

  内 閣 官 房 長 官   松 野 博 一 様 

  拉 致 問 題 担 当 大 臣   松 野 博 一 様 
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森林環境譲与税の譲与基準の見直しを求める意見書 

 

 国土の３分の２を占める森林は、地球温暖化防止のみならず、国土の保全や水源の涵養等、国民生活に様々な恩

恵をもたらしている。気候変動対策の一環として設けられ、森林の整備や保全等に必要な地方財源を安定的に確保

する観点から、国が地方公共団体に配分する森林環境譲与税は、地方が直面する森林整備等の課題に対応するため

の財源として活用が期待されている。 

 しかし、総額の 50％を私有林人工林面積､30％を人口､20％を林業就業者数に応じて割り振るという現在の配分基

準では、森林面積が少ないにもかかわらず、人口が多い大都市に対する配分額が高くなっているとの指摘があるほ

か、制度が始まった令和元年度と令和２年度に全国市区町村に配分された譲与額の 54％に当たる約 271 億円が使わ

れず、基金に積み立てられている。 

 このような実態を受け、森林整備の必要性が強まっている地域からは、広い森林を抱える地方公共団体への配分

を増やしてほしいとの切実な声が上がっており、森林環境譲与税の円滑な活用に向けた課題の洗い出しなど、譲与

基準の見直しも視野に入れて検討を行う動きも出ている。 

 また、森林環境譲与税は、現在、地方公共団体金融機構の「公庫債権金利変動準備金」を活用しているが、令和

６年度からは個人住民税に 1,000 円を上乗せして徴収する「森林環境税」を原資とすることとなっており、有効に

活用していくことが求められる。 

 よって国会並びに政府におかれては、森林環境譲与税を円滑に活用することで、森林整備をより効果的に推進す

るため、広い森林を抱える地方公共団体への配分に重点化する方向で、譲与基準の見直しを実施するよう強く要望

する。 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

   令和４年３月 25 日 

 

 

新潟県議会議長  佐 藤   純 

 

  衆 議 院 議 長   細 田 博 之 様 

  参 議 院 議 長   山 東 昭 子 様 

  内 閣 総 理 大 臣   岸 田 文 雄 様 

  総 務 大 臣   金 子 恭 之 様 

  財 務 大 臣   鈴 木 俊 一 様 

  農 林 水 産 大 臣   金 子 原二郎 様 
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地域公共交通維持・充実のための財政支援の拡充を求める意見書 

 

 バスやタクシーをはじめ鉄道、船舶などの地域公共交通は、国民生活及び経済活動にとって不可欠な社会基盤で

ある。交通政策基本法、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等が制定され、地域公共交通を維持するため

の制度は少しずつ充実しつつある。しかしながら、地域公共交通の廃止や縮小に十分な歯止めがかかっておらず、

さらには新型コロナウイルス感染症の拡大による大幅な利用者の減少が追い打ちをかけ、交通事業者の企業努力も

限界に達している。 

 我が国経済の持続的な成長を促進するためには、人・モノの流動の基盤となる公共交通の維持・充実が必要であ

る。また、人口減少・少子高齢化の進展による限界集落の増加が懸念される中、過疎地域等の住民や、いわゆる「買

物弱者」等の交通手段の確保のほか、気候変動の深刻化を背景に、世界的に関心が高まっている地球温暖化等の環

境問題への対応など、公共交通の果たすべき役割はますます重要になっている。 

 欧米では、公共交通に対する公的補助は、持続可能な都市政策として確立されており、公共交通の利便性を向上

させている。公共交通がその機能を十分に発揮し、真に活力ある地域経済・社会をつくっていくためにも、地域公

共交通に対する財政支援の拡充が求められる。 

よって国会並びに政府におかれては、地域公共交通の維持・充実を図るため、国の財政支援措置を拡充することを

強く要望する。 

 以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

   令和４年３月 25 日 

 

 

新潟県議会議長  佐 藤   純 

 

  衆 議 院 議 長   細 田 博 之 様 

  参 議 院 議 長   山 東 昭 子 様 

  内 閣 総 理 大 臣   岸 田 文 雄 様 

  財 務 大 臣   鈴 木 俊 一 様 

  国 土 交 通 大 臣   斉 藤 鉄 夫 様 
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請願・陳情結果一覧表 

 

【請 願】 

番 号 
付 託 
委員会 件      名 結 果 

令和４年    

１ 総 翡翠を新潟県の石に指定することを求めることに関する請願 採 択 

２ 総 
子どもたちにゆきとどいた教育を！30人以下学級の実現、教職員定数の増加及び教育

予算の増額を求めることに関する請願 
不採択 

 

【陳 情】 

番 号 
付 託 
委員会 件      名 結 果 

令和元年    

９ 総 
下越地方の私立中学校教諭による生徒への人権侵害および体罰的指導と私立学校への

補助金見直しを求めることに関する陳情 
継 続 

令和２年    

１５ 厚 新型コロナウイルスに立ち向かう医療従事者の方々への支援に関する陳情 継 続 

令和３年    

３ 厚 75 才以上の医療費窓口負担２割化の見直しを求める意見書提出に関する陳情 継 続 

１６ 厚 インフラ事業者のワクチン優先接種を求めることに関する陳情 継 続 

令和４年    

１ 総 対外的情報省を設立し、横田空域の返還を求める意見書提出に関する陳情 不採択 

２ 総 対外的情報省の設立を求める意見書提出に関する陳情 不採択 

３ 厚 
こどもの新型コロナウイルス感染症罹患後と同ワクチン接種後の健康状態調査を求め

ることに関する陳情 
不採択 

４ 建 薄型信号機等と新潟市中央区万代交番の移転是正を求めることに関する陳情 不採択 

５ 厚 コロナ感染拡大防止策を求めることに関する陳情 不採択 
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番 号 
付 託 
委員会 件      名 結 果 

６ 厚 
新型コロナウイルス感染症を「5 類」へ変更の声を上げることを求めることに関する

陳情 
不採択 

７ 厚 園・学校での児童のマスク着用に関する陳情 不採択 

８ 総 園・学校での児童のマスク着用に関する陳情 不採択 

９ 厚 ＰＣＲ検査に関する陳情 不採択 

１０ 厚 「感染者数」報道、広報のありかたに関する陳情 不採択 

１１ 厚 20 歳以下の新型コロナワクチン接種に関する陳情 不採択 

１２ 厚 
新型コロナウイルス感染症患者、関係者、特にワクチン非接種者への差別を禁止する

条例制定、その他関連する 2項目に関する陳情 
不採択 

１３ 厚 新型コロナウィルス感染症の広報に関する陳情 不採択 

１４ 厚 
新型コロナ感染症に関して、新潟県が検査陽性者を感染者と報道、ＨＰ上で示してい

るが、これは科学的に不正確な表現なので訂正することを求めることに関する陳情 
不採択 

１５ 厚 
新型コロナ感染症に関して、感染者動向を浜松市のように定期的に分かりやすく示す

ことを求めることに関する陳情 
不採択 

１６ 厚 
新潟県における新型コロナウイルスワクチンの接種後の副反応の状況の公表と予防接

種健康被害救済制度の周知を求めることに関する陳情 
不採択 

１７ 厚 
新潟市秋葉区矢代田地内に整備計画中のライフル射撃場の計画見直しを求めることに

関する陳情 
不採択 
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委 員 会 の 記 録 

 

 

議 会 運 営 委 員 会 

 

１月７日（持ち回り） 

 

１ 令和３年 12 月 27 日付けで星野伊佐夫議員から無所

属となる旨の届け出があったことに伴い、無所属議員

の呼称の順、所属委員会及び議員執務室について、そ

の取扱いを決定した。 

 

１月 21 日 

 

 開会 午前９時 57 分 

１ 議長から、星野伊佐夫議員の所属会派変更について

報告があり、これを了承した。 

２ 星野伊佐夫議員の所属党会派変更に伴い、次の事項

について、その取扱いを決定した。 

(1) 議席について 

(2) 投票時の点呼の順について 

(3) 議員が関与する各種委員会委員等について 

(4) 各定例会の党会派別一般質問者数の割当てにつ

いて 

３ ２月定例会を２月 21 日（月）に招集することを了

承し、招集日から最終日までの会期日程を決定した。 

４ 一般質問者の通知期限を２月 17 日(木)午後５時ま

で、ただし無所属議員の一般質問者は２月 15 日(火)

午後５時までとすることとした。 

５ 請願・陳情の締切期限を２月 16 日(水)午後５時ま

で、ただし点字によるものは２月 10 日(木)午後５時

までとすることとした。 

 閉会 午前 10 時 15 分 

 

２月 18 日 

 

 開会 午前 10 時 12 分 

１ 議長から、新型コロナウイルス感染症への対応につ

いて、各党会派代表者会議で協議した結果の報告があ

り、これを了承した。 

２ 知事政策局長から、２月定例会の招集日に提出予定

の補正予算案等について、早期に議決してもらいたい

旨の要望と次のとおり説明があり、これを了承した。 

(1) 提出議案の概要 

(2) 補正予算及び繰越予算の追加提案を予定してい

ること。 

３ 知事政策局長の要望を受け、当該補正予算案等につ

いては、２月 21 日の本会議終了後に常任委員会を開

催して審査を行い、２月 25 日の本会議で採決する会

期日程に変更することを決定した。 

４ 発議案１件（条例）について、その取扱いを決定し

た。 

５ ２月定例会における県政に対する一般質問の順序、

質問要旨通告期限及び質問時間を決定するとともに、

２月 25 日、２月 28 日、３月２日及び３月３日の質問

者数を決定した。 

６ 請願・陳情の受付状況について説明があり、その取

扱いを決定した。 

７ ２月定例会招集日の本会議議事順序を決定した。 

８ 新潟県議会委員会条例の一部改正について、その取

扱いを決定した。 

９ 令和４年度議会費予算の概要について説明があり、

これを了承した。 

10 東京電力柏崎刈羽原子力発電所における核物質防護

に係る不正事案等の調査に際し、規制機関を県議会に

参考人招致することについて協議したが、意見の一致

に至らなかったため、今後、新たに協議する必要が生

じた際に、別途協議することとした。 

 閉会 午前 10 時 38 分 

 

２月 22 日 

 

 開会 午前 10 時８分 

１ ２月 25 日、２月 28 日及び３月２日の本会議議事順
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序を決定した。 

 閉会 午前 10 時 13 分 

 

３月２日 

 

 開会 午後５時９分 

１ 議長から、県議会におけるペーパーレス化への対応

について、各党会派代表者会議で協議した結果の報告

があり、これを了承した。 

２ 知事政策局長から、次のとおり説明があり、これを

了承した。 

(1) ３月３日に追加提案する議案の概要 

(2) ３月 16 日に繰越議案を追加提案する予定である

こと。 

３ ３月３日の本会議議事順序を決定した。 

 閉会 午後５時 15 分 

 

３月４日（持ち回り） 

 

１ 発議案１件（決議）の提出に伴い、３月７日午前 10

時から本会議を開催し、本会議終了後、常任委員会を

開催するという会期日程の変更を了承した。 

２ ３月７日の本会議議事順序を決定するとともに、同

日の議事の記録は、速記法によらずに録音機器により

行うことを了承した。 

 

３月 11 日（持ち回り） 

 

１ ３月 16 日の本会議議事順序を決定するとともに、

同日 の議事の記録は、速記法によらずに録音機器に

より行うことを了承した。 

 

３月 24 日 

 

 開会 午前 10 時 32 分 

１ 発議案８件（条例１件、意見書７件）について、そ

の取扱いを決定した。 

２ 知事政策局長から、３月 25 日に追加提案する議案

の概要について説明があり、これを了承した。 

３ ２月定例会最終日の本会議議事順序を決定した。 

４ 令和４年度の組織改組に伴い、議場における説明員

席について座席表案のとおりとすることとした。 

５ 知事政策局長から、令和３年度一般会計補正予算及

び災害救助事業特別会計補正予算について、歳入歳出

予算の最終見込み確定に伴い３月 31 日付けで専決処

分を予定している旨の説明があり、これを了承した。 

 閉会 午前 10 時 47 分 

 

３月 25 日（持ち回り） 

 

１ 令和４年６月定例会前の特別委員会等でのペーパー

レス化の試行について、その取扱いを決定した。 

 

 

連 合 委 員 会 

 

２月22日 

 

 開会 午前10時23分 

２月定例会付託議案の説明聴取 

 散会 午前11時32分 

 

３月15日 

 

 開会 午前10時 

知事に対する質疑 

 主な質疑・要望事項 

小山芳元委員 

 １ 原子力防災関連 

  ○ 柏崎刈羽原子力発電所の大物搬入建屋のくい損 

   傷事案について 

  ○ 新潟県原子力発電所事故に関する検証総括委員 

   会の在り方について 

 ２ 佐渡島の金山の世界遺産登録について 

 ３ 新型コロナウイルス感染症対策について 

 

秋山三枝子委員 

 １ 男女共同参画社会の実現について 

 ２ 安全で安心な社会の実現について 
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 ３ 本県の産業政策について 

 ４ 持続可能な社会の実現について 

 ５ 将来負担比率の目標設定について 

 散会 午後１時50分 

 

３月17日 

 

 開会 午前10時 

知事に対する質疑 

 主な質疑・要望事項 

小島晋委員 

 １ 離職防止対策について 

 ２ カスタマーハラスメント対策について 

 ３ 非主食用米等の需要拡大について 

 

佐藤浩雄委員 

 １ 新発田市における豚舎の悪臭問題について 

 ２ 文化資源を活用した観光振興について 

 ３ ほ場整備について 

 ４ 再生可能エネルギーについて 

 

沢野修委員 

 １ 防災・減災対策の中長期的な予算確保について 

 ２ 佐渡航路について 

 ３ 持続可能な鉄道ネットワークについて 

 散会 午前11時43分 

 

３月18日 

 

 開会 午前10時 

知事に対する質疑 

 主な質疑・要望事項 

長部登委員 

 １ 選挙公約について 

 ２ 新潟県議会拉致議員連盟について 

 ３ 超過課税について 

 

佐藤久雄委員 

 １ 北方領土返還要求運動について 

 ２ 佐渡島の金山の世界遺産登録について 

 ３ 県の財政問題について 

 ４ 人口減少問題について 

 

樋口秀敏委員 

 １ 原子力防災について 

 ２ 地域医療連携推進法人について 

 ３ 新潟県医療調整本部について 

 

遠藤玲子委員 

 １ 新潟県地震被害想定調査について 

 ２ 佐渡医療圏の医療提供体制について 

 ３ 緊急小口資金及び総合支援資金の貸付について 

 ４ 県立病院の役割・在り方の見直しについて 

 閉会 午後１時35分 

 

 

総 務 文 教 委 員 会 

 

２月21日 

 

 開会 午後２時２分 

１ 知事政策局関係の審査 

 １ 第45号議案の説明聴取 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (１) 働き方改革におけるＩＣＴの活用推進費につい 

   て 

２ 総務管理部関係の審査 

 １ 第45号議案の説明聴取 

３ 教育委員会関係の審査 

 １ 第45号議案の説明聴取 

 散会 午後２時19分 

 

２月22日 

 

 開会 午前10時５分 

１ 党議結果の報告 

２ 第45号議案の採決 

 散会 午前10時６分 
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３月７日 

 

 開会 午前10時11分 

１ 議会事務局・出納局・各種委員会関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (１) 追加議案 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (１) 県職員の人材確保について 

  (２) 新型コロナウイルス感染症の監査業務への影響 

   と対応について 

  (３) 県議会のデジタル化について 

２ 知事政策局関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (１) 追加議案 

  (２) 新潟県総合計画の改定について（概要） 

  (３) 「新潟県持続可能な社会実現に向けた政策に係 

   る検討委員会」開催状況について 

  (４) 新潟県過疎地域持続的発展計画（案）について 

  (５) 新潟県特定有人国境離島地域の地域社会の維持 

   に関する計画の改定（案）について 

  (６) 海外事務所の活動状況（令和３年度下半期）に 

   ついて 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (１) 持続可能な社会実現に向けた政策に係る検討委 

   員会関連 

   ○ 議論の概要について 

   ○ 財源確保策について 

   ○ 超過課税について 

  (２) 新潟県総合計画改定関連 

   ○ 改定を踏まえた新年度の取組について 

   ○ 国際戦略について 

   ○ 人口減少問題への対応について 

  (３) 新潟県過疎地域持続的発展計画関連 

   ○ 過疎地域等政策支援員について 

   ○ 過疎地域の追加指定について 

  (４) 県出資法人の見直しについて 

  (５) 新潟県の魅力発信について 

  (６) 拉致問題について 

  (７) 海外事務所の活動状況について 

  (８) 選挙公約について 

  (９) 県議会拉致議員連盟について 

  (10) エネルギー施策の推進について 

  (11) 行政手続きのデジタル化について 

  (12) 世界錦鯉サミットの開催について 

  (13) にいがた鮭プロジェクトについて 

  (14) 県版地域おこし協力隊について 

  (15) ふるさと納税について 

  (16) 北方領土返還要求運動新潟県民会議について 

 散会 午後３時47分 

 

３月８日 

 

 開会 午前10時 

１ 総務管理部関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (１) 追加議案 

  (２) 新潟県行財政改革行動計画の取組状況について 

  (３) 中期財政収支見通し（改訂）について 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (１) 行財政改革関連 

   ○ 中期財政収支見通しについて 

   ○ 未利用県有財産の処分について 

   ○ 組織体制の見直しについて 

   ○ 県立文教施設の見直しについて 

   ○ 県出資法人の見直しについて 

   ○ 人件費の見直しについて 

  (２) 新型コロナウイルス感染症関連 

   ○ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時 

    交付金について 

   ○ 事業者への支援について 

  (３) 働き方改革関連 

   ○ 男性職員の育児休業取得促進について 

   ○ 職員のテレワーク推進について 

  (４) 大学生等の県内就職に向けた取組について 

  (５) 超過課税について 

  (６) 県内大学関連 

   ○ 大学と地域との連携について 

   ○ 入学者確保に向けた取組について 

  (７) トリガー条項の適用について 

  (８) 私学における人材確保について 
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 散会 午後１時56分 

 

３月９日 

 

 開会 午前10時 

１ 総務管理部関係の審査 

 １ 主な質疑・要望事項 

  (１) 行財政改革関連 

   ○ 中期財政収支見通しについて 

   ○ 将来負担率について 

  (２) トリガー条項の適用について 

  (３) 超過課税について 

  (４) 男女平等施策の推進について 

  (５) 男性職員の育児休業取得促進について 

  (６) 新型コロナウイルス感染症関連 

   ○ 感染症対応事業に係る財源の確保について 

   ○ 県の職場における感染防止対策について 

  (７) 県庁舎を活用した収入の確保について 

  (８) 行政システムのクラウド化推進について 

 散会 午前11時36分 

 

３月10日 

 

 開会 午前10時 

１ 教育委員会関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (１) 追加議案 

  (２) 教育委員会所管主要事業の進捗状況について 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (１) 新型コロナウイルス感染症関連 

   ○ 児童生徒のマスク着用について 

   ○ 休校等による学習の遅れへの対応について 

   ○ 県立高等学校入学者選抜での対応について 

   ○ 感染症発生時の業務負担について 

  (２) ＩＣＴ教育関連 

   ○ 今後の展開について 

   ○ 教員の端末配備について 

  (３) いじめ対策関連 

   ○ ネットいじめ対策について 

   ○ 事案発生時の対応及び今後の方向性について 

   ○ 児童生徒の見守り体制について 

  (４) 県立高等学校の魅力の向上について 

  (５) 県立高校の将来構想見直しについて 

  (６) 佐渡島の金山の世界遺産登録について 

  (７) 持ち帰り業務ついて 

  (８) 教職員の欠員について 

  (９) 女性管理職を増やす取組について 

  (10) 特別な支援を必要とする児童生徒への対応につ 

   いて 

  (11) 地域学校協働活動について 

  (12) 消費者教育について 

  (13) 生理用品の配置について 

  (14) 防災教育について 

  (15) グローバル人材の育成について 

  (16) 普通科改革支援事業について 

 散会 午後２時23分 

 

３月11日 

 

 開会 午前10時 

１ 教育委員会関係の審査 

 １ 主な質疑・要望事項 

  (１) 教職員の欠員について 

  (２) 教科担任制について 

  (３) いじめ対策について 

  (４) 幼児教育の重要性について 

  (５) 教員の異動について 

  (６) 医学部進学者増加に向けた取組について 

  (７) ⅠＣＴ教育について 

  (８) 防災教育について 

 散会 午前11時56分 

 

３月16日 

 

 開会 午後１時５分 

１ 議会事務局・出納局・各種委員会関係の審査 

 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

２ 知事政策局関係の審査 

 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

３ 総務管理部関係の審査 
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 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

４ 教育委員会関係の審査 

 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

 散会 午後１時13分 

 

３月24日 

 

 開会 午前10時21分 

１ 党議結果の報告 

２ 付託議案の採決 

３ 請願・陳情の採決 

４ 意見書の発議 

 ○ 「佐渡島の金山」の世界文化遺産登録の実現を 

  求める意見書 

 ○ 離島振興法の改正・延長を求める意見書 

 ○ 全ての拉致被害者の即時一括帰国を求める意見書 

 閉会 午前10時29分 

 

 

厚 生 環 境 委 員 会 

 

２月21日 

 

 開会 午後２時３分 

１ 県民生活・環境部関係の審査 

 １ 第45号議案の説明聴取 

２ 防災局関係の審査 

 １ 第45号議案の説明聴取 

３ 福祉保健部関係の審査 

 １ 第45号議案及び第47号議案の説明聴取 

 散会 午後２時15分 

 

２月22日 

 

 開会 午前10時 

１ 党議結果の報告 

２ 第45号議案及び第47号議案の採決 

 閉会 午前10時２分 

 

３月７日 

 

 開会 午前10時12分 

１ 県民生活・環境部関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (1) 追加議案 

  (2) 野生鳥獣の管理と共生に向けた基本方針の策定 

   及び鳥獣保護管理法関係計画の改正について 

  (3) 「新潟県スポーツ推進プランの改定（案）」の 

   概要について 

  (4) 新潟県2050年カーボンゼロの実現に向けた戦略 

   （案）の概要について 

  (5) 新潟県地球温暖化対策地域推進計画（見直し素 

   案）の概要について 

  (6) 新潟県環境基本計画（見直し素案）の概要につ 

   いて 

  (7) 上越地区における産業廃棄物広域最終処分場候 

   補地の絞り込みについて 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (1) 組織改正後のスポーツ施策について 

  (2) 地球温暖化対策関連 

   ○ 太陽光発電及び風力発電について 

   ○ 新潟県2050年カーボンゼロの実現に向けた戦 

    略（案）について 

   ○ 地方公共団体実行計画について 

   ○ 水力発電の推進について 

  (3) 地盤沈下対策について 

  (4) 男女共同参画について 

  (5) 性暴力・性犯罪被害者支援について 

  (6) 海岸漂着物対策について 

  (7) いわゆるＬＧＢＴＱに係るパートナーシップ制 

   度について 

 散会 午後２時26分 

 

３月８日 

 

 開会 午前10時 

１ 防災局関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (1) 追加議案 
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  (2) 野生鳥獣の管理と共生に向けた基本方針の策定 

   及び鳥獣保護管理法関係計画の改正について 

  (3) 新型コロナウイルス感染症対策について 

  (4) 新潟県地震被害想定調査について（報告） 

  (5) 新潟県地域防災計画の修正について 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (1) 新潟県地震被害想定調査について 

  (2) 原子力防災関連 

   ○ 地震との複合災害時における住民避難につい 

    て 

   ○ 柏崎刈羽原子力発電所の大物搬入建屋のくい 

    損傷事案について 

   ○ 新潟県原子力発電所事故に関する検証総括委 

    員会の在り方について 

   ○ 新潟県原子力災害広域避難計画について 

   ○ 防災業務関係者の被曝対策について 

  (3) 避難行動要支援者の個別避難計画について 

  (4) 避難所における要配慮者への対応について 

  (5) 水害対策について 

  (6) 防災産業について 

 散会 午後２時５分 

 

３月９日 

 

 開会 午前10時 

１ 福祉保健部関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (1) 追加議案 

  (2) 新型コロナウイルス感染症対策について 

  (3) 児童・障害者相談センターの単独所属化につい 

   て 

  (4) 魚沼基幹病院中期経営計画の策定について 

  (5) 福祉保健部関係各種計画の策定・改定について 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (1) 新型コロナウイルス感染症関連 

   ○ オミクロン株について 

   ○ ワクチンの３回目接種について 

   ○ 治療薬について 

   ○ 感染対策の重点化の方針について 

   ○ 療養先の決定について 

   ○ 濃厚接触者の調査手法について 

  (2) 灯油購入費助成事業について 

  (3) 児童虐待について 

  (4) ヤングケアラーについて 

  (5) 少子化対策について 

  (6) 佐渡医療圏の医療提供体制について 

  (7) オンライン診療について 

  (8) ＡＩ救急システムについて 

  (9) フードバンク及び子ども食堂への支援について 

 散会 午後２時35分 

 

３月10日 

 

 開会 午前10時 

１ 福祉保健部関係の審査 

 １ 主な質疑・要望事項 

  (1) 児童福祉司の確保について 

  (2) 魚沼基幹病院について 

  (3) 地域医療連携推進法人について 

  (4) 緊急小口資金及び総合支援資金の貸付について 

  (5) 地域医療構想関連 

   ○ 県央医療圏について 

   ○ 佐渡医療圏について 

  (6) オンライン診療について 

  (7) 少子化対策について 

 散会 午前11時48分 

 

３月11日 

 

 開会 午前10時 

１ 病院局関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (1) 追加議案 

  (2) 令和４年度病院事業会計当初予算案における取 

   組等について 

  (3) 「新潟県病院事業の取組方針」に係る令和２年 

   度取組状況に対する評価案（概要）について 

  (4) 県立病院の役割・あり方の見直しの進捗状況に 

   ついて 

  (5) 県立病院の改築状況について 
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  (6) 医療事故等の発生及び処理状況（令和３年12月 

   ～令和４年２月）について 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (1) 病院経営に係る人材の確保について 

  (2) 医師・看護職員確保対策関連 

   ○ 看護職員の処遇改善について 

   ○ 臨床研修医の確保について 

   ○ 大学医学部の地域枠について 

  (3) 県立病院の役割・在り方の見直し関連 

   ○ いわゆるへき地病院について 

   ○ 県立吉田病院及び県立加茂病院について 

  (4) 新型コロナウイルス感染症関連 

   ○ 県立病院での対応について 

   ○ 病院事業会計への影響について 

 散会 午後０時５分 

 

３月16日 

 

 開会 午後１時５分 

１ 県民生活・環境部関係の審査 

 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

２ 防災局関係の審査 

 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

３ 福祉保健部関係の審査 

 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

 散会 午後１時18分 

 

３月24日 

 

 開会 午前10時 

１ 党議結果の報告 

２ 付託議案の採決 

３ 陳情の採決 

 閉会 午前10時18分 

 

 

 

 

 

産 業 経 済 委 員 会 

 

２月21日 

 

 開会 午後２時２分 

１ 産業労働部関係の審査 

 １ 第45号議案の説明聴取 

２ 観光局関係の審査 

 １ 第45号議案の説明聴取 

３ 農林水産部関係の審査 

 １ 第45号議案及び第46号議案の説明聴取 

４ 農地部関係の審査 

 １ 第45号議案及び第49号議案の説明聴取 

 散会 午後２時14分 

 

２月22日 

 

 開会 午前10時 

１ 党議結果の報告 

２ 第45号議案、第46号議案及び第49号議案の採決 

 散会 午前10時２分 

 

３月７日 

 

 開会 午前10時10分 

１ 労働委員会関係の審査 

 １ 追加議案の説明聴取 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (1) 労働委員会委員による出前講座について 

 

２ 産業労働部関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (1) 追加議案 

  (2) 幼稚園教諭、保育士、看護職員にかかる人材紹 

   介会社の利用状況等について 

  (3) 新潟県職業能力開発計画の改定について 

  (4) カーボンニュートラルに向けた再生可能・次世 

   代エネルギーの導入推進について 

  (5) 新型コロナウイルスの感染拡大への対応につい 
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   て 

  (6) 県内経済・雇用の概況について 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (1) 新型コロナウイルス感染症関連 

   ○ 地場産業の振興について 

   ○ 「消費喚起・需要拡大プロジェクト」応援事 

    業について 

   ○ 新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金に 

    ついて 

   ○ 飲食関連事業者等に対する事業継続支援金に 

    ついて 

  (2) 国際情勢を踏まえた海外販路開拓支援について 

  (3) 表参道・新潟館ネスパス及び新潟をこめについ 

   て 

  (4) 産業労働ビジョン（仮称）について 

  (5) 外国人材受入サポートセンターについて 

  (6) 企業誘致について 

  (7) 燃料費や原材料費等の高騰による県内経済への 

   影響について 

  (8) 離職防止対策について 

  (9) カスタマーハラスメント対策について 

  (10) Ｕターン就職につながる支援について 

  (11) 女性活躍の推進について 

  (12) 商工団体への補助金の見直しについて 

  (13) 本県経済について 

  (14) 新潟県職業能力開発計画について  

 散会 午後４時31分 

 

３月８日 

 

 開会 午前10時 

１ 観光局関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (1) 追加議案 

  (2) 新型コロナウイルス感染症への対応について 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (1) 観光需要の回復に向けた取組について 

  (2) インバウンドの再開に備えた取組について 

  (3) 佐渡島の金山の世界遺産登録を見据えた観光振 

   興について 

  (4) 文化資源を活用した観光振興について 

  (5) 県内キャンプ用品メーカーと連携した観光振興 

   について 

  (6) マリンレジャーについて 

  (7) 観光地域づくり支援事業について 

  (8) 教育旅行誘致推進事業について 

 散会 午前11時58分 

 

３月９日 

 

 開会 午前10時 

１ 第１号発議案の審査 

 １ 提案趣旨の説明聴取 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (1) 新潟県農林水産物のブランド化推進に関する条 

   例の県推進ブランド品目の選定について 

２ 農林水産部関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (1) 追加議案 

  (2) 令和４年産米の対応について 

  (3) 新潟県園芸振興基本戦略の進捗状況（令和３年 

   実績）について 

  (4) 野生鳥獣の管理と共生に向けた基本方針（素案） 

   について 

  (5) 鳥獣保護管理法関係計画の改正について 

  (6) 「新潟県水産振興戦略（案）」の概要について 

  (7) 「新潟県森林・林業基本戦略（案）」の概要に 

   ついて 

  (8) 「新潟県産農林水産物輸出拡大実行プラン（案）」 

   の概要について 

  (9) 「にいがたＡＦＦリーディングプラン改定（案）」 

   の概要について 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (1) 県産米関連 

   ○ 他県と連動した国への施策提言について 

   ○ 新之介の品質向上に向けた取組について 

   ○ 消費拡大に向けた取組について 

   ○ 生産コスト低減技術について 

   ○ 産地偽装の対策について 

  (2) 新規就農者の確保について 
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  (3) 耕畜連携について 

  (4) 新潟県産農林水産物輸出拡大実行プランについ 

   て 

  (5) 有機ＪＡＳについて 

  (6) 中長期的な視点における農業施策について 

  (7) 非主食用米等の需要拡大について 

  (8) 水産業の振興について 

  (9) 野生鳥獣の管理と共生に向けた基本方針につい 

   て 

  (10) 平場地域の農業従事者への支援について 

 散会 午後２時50分 

 

３月10日 

 

 開会 午前10時 

１ 農林水産部関係の審査 

 １ 主な質疑・要望事項 

  (1) ビレッジプラン実践事業について 

  (2) 循環型林業について 

  (3) 中高年への就農支援について 

  (4) 農福連携について 

  (5) 燃油価格高騰への対応について 

  (6) 農業分野におけるＩＣＴの活用促進について 

  (7) 新発田市における豚舎の悪臭問題について 

 散会 午後０時７分 

 

３月11日 

 

 開会 午前10時 

１ 農地部関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (1) 追加議案 

  (2) 新潟県防災重点農業用ため池に係る防災工事等 

   推進計画の変更について 

  (3) 新潟県ため池サポートセンターの設立について 

  (4) 「つなぐ棚田遺産～ふるさとの誇りを未来へ～」 

   の選定について 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (1) ほ場整備関連 

   ○ 早期発注に向けた取組について 

   ○ 農地中間管理機構関連農地整備事業について 

   ○ 令和４年度の新規採択予定について 

   ○ 新規調査地区について 

   ○ スマート農業の導入促進について 

  (2) 令和４年度予算の編成方針について 

  (3) 農業インフラの長寿命化対策について 

  (4) 農村地域小水力発電等導入促進事業について 

  (5) 防災・減災対策農業水利施設点検・調査計画事 

   業について 

  (6) 棚田地域の振興について 

  (7) 新潟県農業農村整備の展開方向の中間評価につ 

   いて 

  (8) 基盤整備における再生可能エネルギーの導入に 

   ついて 

 散会 午後０時10分 

 

３月16日 

 

 開会 午後１時５分 

１ 産業労働部関係の審査 

 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

２ 観光局関係の審査 

 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

３ 農林水産部関係の審査 

 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

４ 農地部関係の審査 

 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

 散会 午後１時15分 

 

３月24日 

 

開会 午前10時 

１ 党議結果の報告 

２ 付託議案の採決 

３ 意見書の発議 

 ○ 森林環境譲与税の譲与基準の見直しを求める意見 

  書 

 閉会 午前10時２分 
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建 設 公 安 委 員 会 

 

２月21日 

 

 開会 午後２時３分 

１ 土木部関係の審査 

 １ 第45号議案及び第48号議案の説明聴取 

２ 交通政策局関係の審査 

 １ 第45号議案の説明聴取 

３ 公安委員会関係の審査 

 １ 第45号議案の説明聴取 

 散会 午後２時23分 

 

２月22日 

 

 開会 午前10時 

１ 党議結果の報告 

２ 第45号議案及び第48号議案の採決 

 散会 午前10時２分 

 

３月７日 

 

 開会 午前10時12分 

１ 土木部関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (１) 追加議案 

  (２) 新潟県土木部社会資本維持管理計画改定（案） 

   概要について 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (１) 新潟県土木部社会資本維持管理計画改定（案） 

   について 

  (２) 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化 

   対策について 

  (３) 雪対策関連 

   ○ 大雪時の応援除雪について 

   ○ 除雪のサブスクリプション契約について 

  (４) Ｍａｄｅ ｉｎ 新潟新技術普及・活用制度につ 

   いて 

  (５) 小水力発電について 

  (６) 最低制限価格について 

  (７) 通学路の安全対策について 

  (８) 鳥屋野潟周辺整備について 

  (９) 道路空間の活用に向けた取組について 

 散会 午後１時45分 

 

３月８日 

 

 開会 午前10時 

１ 土木部関係の審査 

 １ 主な質疑・要望事項 

  (１) 新潟県土木部社会資本維持管理計画改定（案） 

   について 

  (２) 道路除雪作業の休日割り増しについて 

  (３) 信濃川水系緊急治水対策プロジェクトについて 

  (４) 第四次・新潟県建設産業活性化プランについて 

  (５) 県管理河川に架かる橋梁について 

 散会 午前10時56分 

 

３月９日 

 

 開会 午前10時 

１ 交通政策局関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (１) 追加議案 

  (２) 県内公共交通機関等の状況について 

  (３) 主要施策の概況について 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (１) 佐渡航路関連 

   ○ 佐渡汽船株式会社への第三者出資について 

   ○ 連携協定の締結について 

  (２) 第三セクター鉄道関連 

   ○ えちごトキめき鉄道株式会社と北越急行株式 

    会社の経営統合について 

   ○ 行政支援について 

  (3) 在来線の高速化について 

  (4) 新潟空港将来ビジョンについて 

  (5) 過疎地域の交通手段確保について 

  (6) 県内港の利便性向上と利用促進について 

  (7) インバウンドの再開に向けた取組について 
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  (8) 高速バスの利用促進について 

  (9) 上所駅（仮称）について 

 散会 午後２時24分 

 

３月10日 

 

 開会 午前10時 

１ 企業局関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (１) 追加議案 

  (２) 令和３年度事業実施状況について 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (１) 電気事業関連 

   ○ 水力発電事業の発電電力量の見込みについて 

   ○ 売電単価の見通しについて 

   ○ 売電先の選定について 

   ○ 太陽光発電所の維持管理について 

   ○ 地域振興積立金について 

   ○ 砂防ダムの発電可能性調査について 

  (２) 県営産業団地関連 

   ○ 企業誘致について 

   ○ 分譲状況について 

  (３) 脱炭素社会への転換に向けた取組について 

 散会 午前11時50分 

 

３月11日 

 

 開会 午前10時 

１ 公安委員会関係の審査 

 １ 説明聴取事項 

  (1) 追加議案 

  (2) 可搬式速度違反自動取締装置の効果検証（概要） 

   について 

 ２ 主な質疑・要望事項 

  (1) 可搬式速度違反自動取締装置関連 

   ○ 効果検証の評価について 

   ○ 今後の運用方法について 

  (2) 交通事故防止対策関連 

   ○ 交通安全施設の今後の整備方針について 

   ○ 通学路の安全対策について 

   ○ 交通事故死者数を減少させるための取組につ 

    いて 

   ○ 自転車の安全で適正な利用の促進について 

  (3) 道路空間を活用したまちのにぎわい創出に関す 

   る取組への県警察の対応について 

  (4) サイバー犯罪の被害防止対策について 

  (5) 災害に備えた取組について 

  (6) 警察行政のデジタル化の推進について 

  (7) 児童の犯罪被害防止対策について 

  (8) 特殊詐欺の被害防止対策について 

 散会 午後１時26分 

 

３月16日 

 

 開会 午後１時６分 

１ 土木部関係の審査 

 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

２ 交通政策局関係の審査 

 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

３ 公安委員会関係の審査 

 １ 追加議案（繰越明許費）の説明聴取 

 散会 午後１時16分 

 

３月24日 

 

 開会 午前10時 

１ 党議結果の報告 

２ 付託議案の採決 

３ 陳情の採決 

４ 意見書の発議 

 ○ 地域公共交通維持・充実のための財政支援の拡充 

  を求める意見書 

 閉会 午前10時７分 
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人口減少問題対策特別委員会 

 

２月２日 

 

 開会 午前10時 

 場所 第５委員会室 

１ 調査案件 

  魅力ある良質な働く場の確保に向けた取組について 

２ 主な質疑・要望事項 

 (1) 就農支援体制の周知について 

 (2) 起業・創業の促進に向けた支援団体との連携につ 

  いて 

 (3) 職場環境の向上に資する各種支援制度の地元企業 

  への周知について 

 (4) テレワークの導入促進に向けた企業への啓発につ 

  いて 

 (5) コロナ禍による社会の変化を踏まえた人口減少問 

  題対策の実施について 

 (6) 男性の育児休業取得促進に向けた取組の推進につ 

  いて 

 (７) 女性活躍の推進について 

 (8) ハッピー・パートナー企業登録制度関連 

  ○ より実効性のある制度運用について 

  ○ 制度及び登録企業のさらなるＰＲについて 

 閉会 午前11時55分 

 

 

新総合交通・防災対策特別委員会 

 

２月７日 

 

 開会 午前10時 

 場所 第５委員会室 

１ 調査案件 

  アフターコロナを見据えた地域公共交通の維持・活 

 性化に向けた取組について 

２ 主な質疑・要望事項 

 (1) 佐渡航路の維持確保に向けた県の関与について 

 (2) 官民の役割分担の明確化について 

 (3) 地域公共交通計画の策定について 

 (4) 湯沢版ＭａａＳの実施結果と今後の展開について 

 (5) 国の地域交通フォローアップ・イノベーション検 

  討会の提言を踏まえた本県の取組について 

 (6) 鉄道関連 

  ○ 赤字ローカル線の運行継続のための取組につい 

   て 

  ○ 第三セクター鉄道の経営状況について 

  ○ 大雪時における運行維持に向けた取組について 

  ○ えちごトキめき鉄道の利用促進策について 

 閉会 午後０時１分 

 

 

県民所得アップ対策特別委員会 

 

２月８日 

 

 開会 午前10時 

 場所 第５委員会室 

１ 調査案件 

  本県における成長と分配の実現と防災関連産業の振

興について 

２ 主な質疑・要望事項 

 (1) 企業の設備投資を促進する取組について 

 (2) 防災関連産業の振興に向けた環境づくりについて 

 (3) 「パートナーシップ構築宣言」登録企業の拡大に 

  ついて 

 (4) 県内企業の付加価値向上に資する取組について 

 (5) コロナ禍における社会の変化を踏まえた成長産業 

  への参入支援について 

 (6) 賃金が伸び悩んでいる原因の分析について 

 (７) 冬期の物流確保関連 

  ○ 他産業からの道路除雪の担い手確保について 

  ○ 企業誘致の支障とならない道路除雪体制の整備 

   について 

  ○ 除雪業者の安定経営に資する契約方法の検討に 

   ついて 

 閉会 午後１時59分 
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議 会 広 報 委 員 会 

 

３月３日 

 

 開会 午後４時 20 分 

１ 「にいがた県議会だより」第 81 号の編集について 

２ その他 

 閉会 午後４時 24 分 
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諸 会 議 等 の 概 況 

 

 

全 国 都 道 府 県 議 会 議 長 会 役 員 会 

 

１月 12 日 

 新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、オン

ライン開催となった。 

 １ 地方議会の団体意思決定機関としての位置付けを

明確に規定する地方自治法の改正等の早期実現を求

める決議（案）について 

 ２ 第 171 回定例総会の日程について 

 ３ 令和４年度本会予算（案）について 

 

 

全 国 都 道 府 県 議 会 議 長 会 

第 １ ７ １ 回 定 例 総 会 

 

１月 26 日 

 新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、オン

ライン開催となった。 

 １ 令和４年度本会予算（案）について 

 

 

都 道 府 県 議 会 議 員 共 済 会 総 会 

 

１月 27 日 

 新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、オン

ライン開催となった。 

 １ 会議録の署名者について 

 ２ 令和４年度事業計画及び予算（案）について 

 

 

離 島 振 興 法 改 正 ・ 延 長 

実 現 総 決 起 大 会 

 

２月 10 日 

 東京都内、グランドアーク半蔵門及びオンライン中継

により開催され、経過報告、決議を行った後、要望活動

を行った 
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